
団体名 支障事例

14 Ａ　権限移譲 土地利用（農地除く） 都道府県が定める区
域区分に関する都市
計画の一部を市町村
に権限移譲

都市計画法第15条第1項第2号
の都道府県が定める区域区分
に関する都市計画のうち、省令
第13条第1項第1号の軽易な変
更について、市町村に権限移譲
されたい。

【支障事例】
都市計画法第15条において、用途地域に関する都市計画は市町村が、区域区分に関する都市
計画は都道府県がそれぞれ定めることが規定されている。このため、用途地域の変更に区域区
分の変更が伴う場合、市町村と都道府県が同時に都市計画の手続きを行い決定することとなる。
区域区分の境界については、道路施設や地形・地物により定められており、本市では、市域の約
8割が市街化調整区域となるため、このような境界が多く存在している。市街化区域の縁辺部に
おける、道路施設や地形・地物の位置の変更に伴う軽易な変更については、市町村に用途地域
に関する都市計画の権限委譲がされるまでは、都道府県が区域区分と併せて一体的に見直しを
行うことができたが、現在は、市町村と都道府県が同時に都市計画の手続きを行い決定する必
要があり、事務が煩雑となっている。このため、今後、市内において、こうした区域区分の変更を
行う場合は、その都度、都市計画変更を行うのではなく、用途地域等の一斉見直しの際にまとめ
て対応することとなり、都市計画変更が適切な時期に行われないことが懸念される。

都道府県の広域的な観点から都市計画決定する必要性が低い軽易な区域区
分の変更を市町村へ権限移譲することにより、都市計画の手続きの簡素化が
図られ、適切な都市計画変更が可能となる。
（参考）
同時決定を行う場合、案の作成後、決定・告示まで約1年の期間を要するが、
市単独の場合、約半分の期間で決定・告示が可能となる。

都市計画法第15条第
1項第2号
都市計画法施行規則
第13条第1項第1号

国土交通省 青梅市 倉敷市 ○国道２号線に隣接した消防署出張所を用途廃止して、売却しようとした際に、市街化調整区域であることを理由に
用途を制限されて、国道沿いで事務所として活用したい民間業者への売却ができない、というケースがあった。
  人口減少局面に対応した、市街化区域と市街化調整区域の線引きについて、柔軟な見直しが市町村の権限ででき
るようにしてもらいたい。特に、公共施設が建設されていた土地を売却後、農地として活用しようとするケースは稀で
あると推察される。
○区域区分の境界とされている地形地物の位置の変更による都市計画の軽微変更については、市町村内における
限定的な見直しであることや、より実態に即した土地利用へと速やかに反映させる観点から、市町村へ権限移譲する
ことが望ましい。

277 Ａ　権限移譲 土地利用（農地除く） 都市計画の軽易な区
域区分の変更につい
て、都道府県から市
町村に移譲

都市計画法第15条第1項第2号
の都道府県が定める都市計画
のうち、軽易な変更（省令第13条
第1項第1号）について、市町村
への権限移譲を求める。

【提案の背景】
市街化区域の縁辺部において区域区分が変更される場合、用途地域及び地区計画の見直しが
伴うため、都道府県と市町村が同時に都市計画変更を行うこととなる。このうち、道路施設や地
形・地物の位置の変更のみによる区域区分や用途地域の見直しについても同様な手続きが必要
であり、事務が煩雑になっている。
【支障事例】
区域区分線は道路、河川、構造物の見通し線、擁壁等の地形地物及びそれらからも離隔により
定められており、本市では、市街化区域の縁辺に位置する都市計画道路等の高規格道路により
その基線が規定されていることが多い。近年、それらの高規格化や新規IC開通等に伴う整備に
より、道路等の地形地物線形が変更されたが、一定期間ごとに予定されている用途地域等の一
斉見直し時に見直すこととされ、現在存置されており、速やかな道路整備効果の発現の観点か
ら、周辺の土地利用に支障が生じている。
こうした区域区分の変更を伴う道路整備は今後も市内の多くの箇所で想定されている（国道２０
号南バイパス、北西部幹線道路等）。

都道府県の広域的な観点から都市計画決定する必要性が低い軽易な区域区
分の変更を市町村へ権限移譲することにより、都市計画変更手続きの簡素化
が図られる。

都市計画法第15条 国土交通省 八王子市 － ○区域区分の境界とされている地形地物の位置の変更による都市計画の軽微変更については、市町村内における
限定的な見直しであることや、より実態に即した土地利用へと速やかに反映させる観点から、市町村へ権限移譲する
ことが望ましい。

17 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 不動産鑑定士試験の
受験申込の都道府県
経由事務の廃止

不動産鑑定士試験の受験申込
について、国が直接受け付けて
いる電子申請と窓口を一本化で
きるよう、書面による受験申込の
都道府県経由の義務付けを廃
止すること。

【制度改正の必要性】
　不動産鑑定士試験の受験申込については、書面による申請の場合には、受験者の現住所地を
管轄する都道府県知事を経由して行うこととされているが、受験者の利便性向上を図るため、国
が直接受け付けている電子申請と窓口を一本化できるよう、書面による受験申込の都道府県経
由の義務付けを廃止する必要がある。
【支障事例等】
　都道府県では、受験願書の配布、受付、国への提出事務を行っているが、現住所地以外の在
学地や就業地の都道府県では願書を受け付けられない。期限までに住所地の都道府県を経由し
て国に申請書が到達しなければ受験の機会を失うこととなる。

　国が直接受け付けている電子申請と窓口を一本化できるよう、書面による受
験申込の都道府県経由の義務付けを廃止することで、受験者の利便性向上
を図る。

不動産の鑑定評価に
関する法律第12条の2

国土交通省 愛知県 岩手県、埼
玉県、京都
府、兵庫
県、鳥取
県、山口
県、福岡県

○３月の忙しい時期に受付することとなり、今後、国土交通省への未送付の事態が起こる可能性がある。受験生の立
場を考慮しても、国土交通省直接送付又は不動産鑑定士溶解連合会に提出先を委託する等を検討してほしい。
○例えば一部試験の免除申請がある場合、願書自体は提出期限内に提出されたが、必要な証明書類が期限後に提
出されるということも考えられる。このような場合に受け付けの可否を国に判断を求める必要があり、二度手間とな
る。
○受験申し込み期日と県から国への送付期日までの期間が短く、受験申込期日当日に提出された申し込み書に補
正の必要があった場合、その対応に苦慮しているところ。
○現在、受験者の一部は電子申請システムにより申込みをしているものの、郵送や持参により申し込む受験者は多
い。
　このため、提出された申込書に疑義があった場合は、必要に応じて受験者に対して修正の指示をするなど、受付ま
でに時間を要することがある。
○電子申請と書面による申請の窓口が異なっていることは、受験者の混乱を招く。
　また、本団体では 昨年度も郵送・窓口合わせて700人以上の申請を受け付けており、事務処理が職員の大きな負
担となっている。
　本団体には、管轄外の住所地の受験申請者が例年多く来庁される。また郵送による間違った申請も多く、原則は本
人に返送するが、期限ぎりぎりの場合は国に直接送付するなど、事務処理が非常に煩雑となっている。
○都道府県は、受験願書の配布、受付、国への提出事務を行っているが、現住所地以外の在学地や就業地の都道
府県では願書を受け付けられない。期限までに住所地の都道府県を経由して国に申請書が到達しなければ受験の
機会を失うこととなる。
○現住所地以外の在学地や就業地の都道府県では願書を受け付けられないため、受験者が誤って申請した場合、
期限内に受け付けできない可能性がある。

50 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 不動産鑑定士試験の
受験申込みに係る都
道府県経由の廃止

　不動産鑑定士試験の受験申込
みについて、都道府県を経由し
ないこととする

【支障事例】
　国家試験である不動産鑑定士試験の受験申込みは、電子申請システムによる場合を除き、受
験者の住所地を管轄する都道府県知事を経由して行うこととされている。
　現在、受験者の一部は電子申請システムにより申込みをしているものの、郵送や持参により申
し込む受験者は多く、埼玉県では平成27年度に申込みの約８割に当たる149件を受け付けてい
る。
　このため、提出された申込書に疑義があった場合は、必要に応じて受験者に対して修正の指示
をするなど、受付までに時間を要することがある。
　例えば、論文式試験の一部免除申請があったが、証明書類が揃っておらず、後日送付すること
で受付して良いかを国に問い合わせた事例があった。
　また、都道府県では申込みの受付のみならず、次のような事務も行っている。
１　試験日程等についての通知
　　・市町村にポスターの配布・掲示を依頼
　　・庁内でポスター掲示・ＨＰへの掲載
２　願書の配布
　　・課内にカウンター設置、配布
　　・郵送での配布（平成27年度は55件）
３　合格発表
　　・合格者の番号を、庁内で２週間程度掲示
　これらを合わせるとおおむね0.１人役分の事務負担となっている。

【制度改正の必要性】
　本事務は法定受託事務とされているところではあるが、地方分権推進委員会最終報告
（H13.6.14）において、「地方公共団体に対する補助的な事務処理の依頼については、（略）国が
地方公共団体をその手足として活用しているということも考えられるので、（略）引き続き調査・検
討が行われるべき」とされている。

　書類の受付・確認作業を国が一元的に責任をもって行うことで、より迅速な
受付が可能となり、受験者の利便性向上につながるとともに、行政の効率化
にも資する。

不動産の鑑定評価に
関する法律第12条の2

国土交通省 埼玉県 岩手県、京
都府、兵庫
県、鳥取
県、山口
県、福岡県

○３月の忙しい時期に受付することとなり、今後、国土交通省への未送付の事態が起こる可能性がある。受験生の立
場を考慮しても、国土交通省直接送付又は不動産鑑定士溶解連合会に提出先を委託する等を検討してほしい。
○例えば一部試験の免除申請がある場合、願書自体は提出期限内に提出されたが、必要な証明書類が期限後に提
出されるということも考えられる。このような場合に受け付けの可否を国に判断を求める必要があり、二度手間とな
る。
○受験申し込み期日と県から国への送付期日までの期間が短く、受験申込期日当日に提出された申し込み書に補
正の必要があった場合、その対応に苦慮しているところ。
○都道府県は、受験願書の配布、受付、国への提出事務を行っているが、現住所地以外の在学地や就業地の都道
府県では願書を受け付けられない。期限までに住所地の都道府県を経由して国に申請書が到達しなければ受験の
機会を失うこととなる。
○提出された申込書に記入漏れや疑義があった場合は、必要に応じて受験者に対して修正の指示をするなど、受付
までに時間を要することがある。

292 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 不動産鑑定士試験の
受験申込みに係る都
道府県を経由する義
務付けの廃止

不動産鑑定士試験の受験申込
みに係る都道府県を経由する義
務付けを廃止すること

【現行制度の概要】
不動産鑑定士試験の受験の申込みについては、不動産の鑑定評価に関する法律第12条の２に
基づき受験者の住所地を管轄する都道府県知事を経由して行うこととされており、都道府県で
は、受験願書の配布、受付、国への提出事務を行っている。
【支障事例】
現在、都道府県で受理する郵送・持参の受験願書については、記入漏れ等をチェックし、必要に
応じて本人に修正等を指示している。しかし、受験案内に記載されていない修正事項も多く、その
場合は本省へ確認して修正することとなるが、すぐに回答がない場合には、後日郵送で修正の
やり取りをすることとなり、受験者にとって二度手間となっている（特に窓口に来所された場合）。
また、他都道府県の住所地の受験願書が届いた場合は受験者に返送し、住所地の都道府県に
再提出してもらっており、受験者の理解不足ではあるが、この場合においても、二度手間となって
いる。
さらに、受験願書提出後に氏名、住所又は連絡先が変更になった場合は、受験願書を提出した
都道府県ではなく、直接、国に変更届をＦＡＸしなくてはならず、受験願書に係る統一的な窓口が
明確でないために受験者が混乱している。
【制度改正の必要性】
当該業務は、法定受託事務ではあるが、現に国において電子申請での受験申込みを受け付けて
おり、都道府県を経由させる必要性は低い。また、実際に県で行っているのは簡単なチェックの
みであり、県の判断を要するようなものは含まれていない。

【制度改正による効果】
受験申込みの都道府県経由という義務付けを廃止することで、国が直接受け
付けている電子申請と窓口が一本化され、願書記載事項の不備に対し、迅速
かつ的確に責任を持った対応が可能となるなど、受験者の利便性向上及び行
政の効率化につながる。

不動産の鑑定評価に
関する法律第１２条の
２

国土交通省 九州地方知
事会

岩手県、埼
玉県、兵庫
県、鳥取
県、香川県

○３月の忙しい時期に受付することとなり、今後、国土交通省への未送付の事態が起こる可能性がある。受験生の立
場を考慮しても、国土交通省直接送付又は不動産鑑定士溶解連合会に提出先を委託する等を検討してほしい。
○受験申し込み期日と県から国への送付期日までの期間が短く、受験申込期日当日に提出された申し込み書に補
正の必要があった場合、その対応に苦慮しているところ。
○現在、受験者の一部は電子申請システムにより申込みをしているものの、郵送や持参により申し込む受験者は多
い。
　このため、提出された申込書に疑義があった場合は、必要に応じて受験者に対して修正の指示をするなど、受付ま
でに時間を要することがある。
○都道府県は、受験願書の配布、受付、国への提出事務を行っているが、現住所地以外の在学地や就業地の都道
府県では願書を受け付けられない。期限までに住所地の都道府県を経由して国に申請書が到達しなければ受験の
機会を失うこととなる。

団体名

提案区分

制度の所管・関係府省庁
＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

国土交通省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

管理
番号

区分

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等）
根拠法令等

分野
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団体名 支障事例

団体名

提案区分

制度の所管・関係府省庁
＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

管理
番号

区分

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等）
根拠法令等

分野

33 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 社会資本整備総合交
付金の重点配分に係
る整備計画の作成要
件の緩和又は経過措
置の継続

・社会資本整備総合交付金の重
点配分を受けるに当たり、重点
配分対象事業以外の事業も含
めた整備計画の作成が可能とな
るよう求めるもの。
・平成28年度に限り、重点配分
対象事業以外の事業も含めた整
備計画であっても重点配分を受
けることができるが、この経過措
置の継続を求めるもの。

【支障事例】
重点配分を受けるに当たり、重点配分事業のみで構成した整備計画を別に作成する必要があ
り、整備計画が複数になることにより、管理が煩雑になる。また、社会資本整備総合交付金等の
平成28年度要望等の提出について（平成28年1月15日関東地方整備局企画部広域計画課長事
務連絡）により、平成28年度に限り重点配分対象事業以外の事業も含めた構成の整備計画で
あっても重点配分を受けることができるという経過措置があるが、計画によってはＨ29年度以降
重点配分を受けるためには計画を分ける必要がある。既存の整備計画は、記載した要素事業に
より整備目標を達成する計画であるため、計画の一部を切り離すと目標達成ができなくなる。
さらに、局によっては経過措置が無い場合もあり、以上の支障事例が従前から生じている。

【懸念の解消策】
国が施策として重要と考える事業に対して重点的に国費を配分し有効に執行するという考えは理
解しているが、整備計画については、１つの計画の中で重点配分事業対象事業か否かを判断で
きるような様式を整備し、配分（内定通知）時に整備計画毎の配分額と重点配分額が確認できる
ようにしてはどうか。

重点配分対象以外の事業も含めた整備計画にすることにより、計画の管理が
容易となり、交付申請等の手続きもスムーズにできる。
また、計画を細分化することにより目標達成が困難になる可能性があるが、提
案が実現することによりそのような事態を避けることができる。

・社会資本整備総合
交付金交付要綱第８
・社会資本整備総合
交付金に係る計画等
について（平成22年3
月26日国管会第4200
号　事務次官通知）
・社会資本整備総合
交付金等の平成28年
度要望等の提出につ
いて（平成28年1月15
日関東地方整備局企
画部広域計画課長事
務連絡）

国土交通省 相模原市 北海道、川
越市、神奈
川県、厚木
市、新潟
市、京都
府、京都
市、高知
県、福岡
県、大牟田
市、久留米
市

○　本市における既存の整備計画も、記載した要素事業により整備目標を達成する計画であるため、重点配分を受
けるために計画の一部を切り離すと目標達成ができなくなる可能性がある。少なくとも現計画までは経過措置として
重点配分含む整備計画であっても、重点配分を受けられるよう制度緩和をお願いしたい。
○　Ｈ29年度以降重点配分を受けるためには計画を分ける必要があるが、既存の整備計画は、記載した要素事業に
より整備目標を達成する計画であるため、計画の一部を切り離すと目標達成ができなくなる。
○　社会資本整備総合交付金の本来の創設趣旨は、地方自治体が抱えるまちづくりの課題を総合的・一体的に解決
するため、従来の個別補助金を統合して創設されたものと認識している.当該趣旨に基づき、地方自治体が作成する
社会資本総合整備計画は、目標実現のための基幹的な事業や関連する事業を総合的・一体的に組み合わせて実施
することにより、相乗的な効果を発現させることを目指した計画とすることが求められているものと理解している。した
がって、重点配分対象事業のみで構成される整備計画では、複合的なまちづくりの課題に対応した整備計画とするこ
とは難しくなってくる。地方自治体が創意工夫を凝らして総合的に策定した整備計画よりも、重点事業のみで安易に
構成される整備計画が優遇されてしまうのは、本来の創設趣旨にそぐわないと思われる。
○　既存の整備計画では，記載した要素事業により整備目標を達成するものであるため，計画の一部を切り離すと目
標が達成できなくなる。このため，少なくとも現計画の整備期間にあっては重点配分対象事業が含まれた整備計画で
あれば比較的有利な予算配分が受けられるよう，経過措置計画という考え方の継続は好ましいものと考えられる。
○　重点配分対象事業を特出しする意義は理解しており、予算要望において重要な要素ではあるが、実務において
は、計画の細分化により交付金の効率的な執行に支障が起きると考えるので、整備計画書の備考欄記載というよう
な方法もあると考える。
○　住宅・建築物の耐震化については、重点配分事業とそれ以外の事業を一体的に進めているため、提案に賛同す
る。
○　重点配分を受けるに当たり、重点配分事業のみで構成した整備計画を別に作成する必要があり、整備計画が複
数になることにより、管理が煩雑となっている。整備計画については、１つの計画の中で重点配分事業対象事業か否
かを判断できるような様式を整備し、配分（内定通知）時に整備計画毎の配分額と重点配分額が確認できるようにし
てはどうか。
○　重点配分を受けるに当たり、重点配分事業のみで構成した整備計画を別に作成する必要があるが、整備計画が
複雑になることにより、管理が煩雑になる。事務手続きの簡素化につながるため、改正は必要と考える。
○　当市既存計画では、重点配分にあたる要素事業と重点配分にあたらない要素事業で構成された整備計画となっ
ているが、整備計画単位としては重点配分となされない状態である。重点配分を受けるに当たっては、重点配分にあ
たる要素事業のみで構成した整備計画を別途作成する必要があるが、整備計画が複数になることにより、管理が煩
雑になる可能性がある。また、整備計画は、記載した要素事業により整備目標を達成する計画であり、計画の一部を
切り離すと目標達成が不可能となることも想定される。

44 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 社会資本整備総合交
付金の手続簡素化

　社会資本整備総合交付金の交
付申請書の提出時には、例えば
道路ではそれぞれの路線ごとに
経費の詳細内訳を記載すること
とされている。しかし、詳細内訳
はいずれ精算報告されるので、
申請時には国からの内示額をそ
のまま申請書へ記載して提出す
るなど、交付金の使途について
は地方を信頼して任せてはどう
か。

【制度概要】
　社会資本整備総合交付金は地方自治体にとって自由度の高い交付金として平成22年に創設さ
れた。
　例えば道路の場合、既存の補助金は個別路線ごとに交付申請を行うが、申請後に事業費の路
線間流用を行うには、国への流用手続が必要である。（手続なしで同一路線内で経費の流用が
可能な金額は流用先経費の3割まで）
　しかし、新設された社会資本整備総合交付金は、道路、河川または複数事業のパッケージなど
の分野（＝計画）ごとに交付される。そして、各計画内での事業費の流用は、一定条件（路線の新
設・廃止がないこと等）の下、国への手続が不要とされている。
　現行制度では、交付申請書の提出時に、例えば県道が10路線であれば10路線それぞれにつ
いて、測量費、用地費、工事費などの経費の配分を記載することとされている。しかし、用地交渉
の難航等の影響で年度中の路線間流用が通例であるため、年度末の完了実績報告において要
素事業ごとに確定した経費配分を記載した調書を再度提出して精算を行っている。

【支障事例】
　平成27年度では、内示は4月9日、交付申請は5月15日、交付決定は5月29日であった。
　内示後の交付申請に当たり、改めてどの事業に交付金を配分するか、全所管県土整備事務所
との調整を含む多大な事務作業を行うため、事業着手は6月以降となる。したがって、現在の制
度では年度当初から2か月間交付金の予算執行はできないこととなる。

　受注業者にとって、4～6月（第一四半期）は発注が少なく苦しい時期である
が、手続が簡素化されれば早期発注が可能となり、県内企業が早く潤う。
　また、早期に事業着手が可能となることで、未契約繰越の削減にも繋がる。
（未契約繰越の額に応じて翌年度の交付金が削られる傾向あり）

補助金等に係る予算
の執行の適正化に関
する法律、社会資本整
備総合交付金交付申
請等要領

国土交通省 埼玉県 福島県、郡
山市、海老
名市、金沢
市、広島
市、山口県

○　平成28年4月5日付け総務省通知（総財務第73号）等にもあるように、国は平成28年度予算の早期実施を各自治
体に要請しており、できる限り前倒しで事業を実施する等の対応を求めている。そうした要請に応えるためには、「早
期の事業着手」が大前提となることから、交付申請等に係る手続きをできる限り簡素化する等、より市町村の自主性
が発揮される環境整備が望まれる。
○　交付申請にあたっては、社会資本整備総合交付金申請等要領第１章第１の規定に基づいて、「交付金を充てて
施行しようとする交付対象事業の概要を示す図面」との扱いで、申請箇所毎に事業概要書を作成して申請を行ってい
るが、近年、事業概要書へ工種内訳等の記載が求められ、事業概要書の作成に多大な時間を要しているのが現状
である。
○　平成28年度も、交付決定日は５月25日であり、４月・５月は事業着手できない状態であった。建設業界からも４～
５月の発注を求められており、本市としても支障を感じている。事業着手は、交付決定日ではなく、内示日から可能と
すべきである。
○　当市においても、用地交渉の難航等の影響で年度中の路線還流用が通例であり、年度末の完了実績報告にお
いて調書を再度提出している。埼玉県のいうように、手続きが簡素化されれば、早期に事業着手が可能になるなど、
未契約繰越の削減にも繋がると考えられる。申請時には国からの内示額をそのまま申請書へ記載して提出するな
ど、交付金の使途については地方に任せてもらえないか。
○　受注者側より、年度初めにおける早期発注を強く望む声は多く、国の更なる手続き簡素化を望むものである。さら
に、本市としては、交付金へのゼロ国債制度の適用を要望しており、前年度中の発注や２カ年による工事実施による
平準的、効率的な施行が可能となる。
○　本県でも、申請書の作成に多大な時間を要しているが、提案のとおり、要素事業ごとの経費の詳細内訳について
は、いずれ精算報告されること、また、交付決定単位での決定額に変更のない経費の配分の変更は、軽微な変更と
されることから、当初申請時において記載の必要性は低いものと考えられ、本提案の実現により申請時の事務の簡
素化につながるものと考える。（交付申請時に提出する「実施に関する計画」については、記載は省略できるとされて
いる。）

48 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 一定条件を満たした
小規模な寄宿舎の階
段基準を住宅（共同
住宅の共用の階段を
除く。）と同じ基準に見
直し

　建築基準法上は寄宿舎として
取り扱われる、グループホーム
やシェアハウスなどの階段基準
を一定の条件を満たした場合な
ど、住宅（共同住宅の共用の階
段を除く。）と同じ基準にする。

【制度概要】
　戸建型グループホームやシェアハウスは、建築基準法上は寄宿舎として取り扱われる。
　このため、既存の一戸建ての住宅をグループホームやシェアハウスなどへ活用する場合、建築
基準法では住宅（共同住宅の共用の階段を除く。）よりも厳しい寄宿舎の基準を満たさなければ
ならないため、改修工事が必要な建物もいまだ存在する。

【支障事例】
　本県でも、既存一戸建ての住宅をグループホーム等に用途変更する際には、階段を改修して
寄宿舎の基準を適合させなければならないのかという相談が寄せられるが、寄宿舎の基準に適
合させる必要がある。
　また、建築基準法施行令23条ただし書きに基づき、「けあげ23cm以下、踏面15cm以上」として
いる「一戸建ての住宅」は本県でも一定数あることから、相談に至らず断念した事例も少なくない
と思われる。

【懸念の解消策】
　寄宿舎に該当するグループホームやシェアハウスを一律認めるのは難しい場合、例えば老人
向けグループホームは安全面に配慮するため現行のとおりにするとしても、小規模な若者向け
シェアハウスは基準の緩和ができるのではないか。

　人口減少などにより住宅の需要が減少し、一戸建ての住宅を含み空き家が
増加傾向にある。
　空き家の解消の一つの手段として、一戸建ての住宅を他の用途に転用する
ことが促進されることにより、有効活用・減少につながる。
　例えば、既存の一戸建ての住宅をシェアハウスに改修することで、空き家で
ある住宅の活用が促進される。
　さらに、家賃の安い若者向け住居を確保することで、若者を集め、地域の活
性化につなげたい。

建築基準法施行令第
23条

国土交通省 埼玉県 広島県、愛
媛県、長崎
県

○本市でも、既存一戸建ての住宅を老人福祉施設等に用途変更する際には、階段を改修しなければならないのかと
いう相談が寄せられることがある。建築基準法に適合させる必要があることから計画を断念するケースもある。
○【支障事例】既存一戸建ての住宅をグループホーム等に用途変更する際には，階段を改修して寄宿舎の基準に適
合させる必要がある。本県でも，用途変更の相談があり，階段の改修まで至らず，断念した事例がある。
【懸念の解消策】寄宿舎に該当する小規模なシェアハウスについては，代替措置として，両側に手すりを設置する措
置を講ずることで基準の緩和ができるのではないか。
○【支障事例】空き家をシェアハウスに用途変更する場合、規模や形態に関わらず寄宿舎として扱うため、防火避難
規程が適用され、シェアハウスとしての活用が進んでいない。
【地域における課題】市街地、郊外に関わらず、空き家となっている一戸建て住宅が増加しているが、有効な利活用
の方法がない。
【制度改正の必要性】建築基準法におけるシェアハウスの定義は明確ではない。規制の対象となるシェアハウスの規
模や形態を定めることで、適用される防火・避難に関する法令が明確になり、空き家からシェアハウスへの用途変更
が進むのではないか。
○階段の基準が適合しないことにより、用途変更を断念される事例が存在する。また、変更を行う部分を一部に限定
する事例もある。
○【制度概要】戸建型グループホームやシェアハウスは、建築基準法上は寄宿舎として取り扱われる。このため、既
存の一戸建ての住宅をグループホームやシェアハウスなどへ活用する場合、建築基準法では住宅（共同住宅の共用
の階段を除く。）よりも厳しい寄宿舎の基準を満たさなければならないため、改修工事が必要な建物もいまだ存在す
る。
【支障事例】本県でも、独居の若者や高齢者が利用するために、既存一戸建ての住宅をグループホーム等に用途変
更できないかという相談が寄せられるが、寄宿舎の基準に適合させる必要があり、大規模な改修を必要とする階段が
支障となる場合がある。また、建築基準法施行令23条ただし書きに基づき、「けあげ23cm以下、踏面15cm以上」の最
低基準に近い「一戸建ての住宅」が一定数あることから、相談に至らず断念した事例もあると思われる。

60 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 防災拠点・避難所に
非常用の合併処理浄
化槽を設置する場合
における建築基準法
の規制緩和

防災拠点・避難所については、
下水道処理区域であっても合併
処理浄化槽を整備できるように
する

　災害時における防災拠点・避難所でのトイレの確保は、被災地の生活環境の保全と公衆衛生
の確保を図る上で重要な課題である。
　新潟中越地震（2004年）や東日本大震災（2011年）といった過去の災害においても、下水処理
場や管路に被害を受け、被災地におけるトイレの確保に苦慮したとの報告がある。本県において
も、富山湾沿岸部を中心に、液状化しやすいとされており、こうした地域の広い範囲が下水道整
備区域となっていることから、災害時の防災拠点・避難所において、下水道が使用できずにトイレ
の確保が困難となることが懸念されている。
　そのため、現在、下水道整備区域では、こうした施設は基本的に下水道に接続されているが、
万が一、下水管が破損した場合や終末処理施設に障害が発生した場合などに備え、長い下水管
が不要で短時間で復旧できる合併処理浄化槽を整備（またはバックアップのために併設）するこ
とも手段の一つとして研究していく必要がある。
　しかしながら、建築基準法第31条では下水道処理区域内において設置できるのは、公共下水
道に連結された水洗トイレに限定されており、他の方法を用いることができない。

防災拠点・避難所については、下水道処理区域であっても合併処理浄化槽を
整備できるように規制緩和することで、施設の管理者が地域の状況に応じて
災害に強いトイレを整備できるようになる。

建築基準法31条 国土交通省 富山県 東金市、上
越市、広島
県

○建築基準法第31条では，下水道処理区域内において公共下水道に連結された水洗トイレの設置義務があるが，
非常時に防災拠点・避難所では，代替機能として合併浄化槽等に切り替えができるなどの対策を講じることも必要で
あると考える。下水道法第10条ただし書きを許可要件として，建築基準法第31条のただし書きを設けてもよいのでは
ないか。
○下水道については、災害の発生場所、規模等によっては早期復旧、稼働が難しいことも想定される。地域の状況や
防災計画などを考慮したうえで、下水道処理区域であっても災害拠点、避難所に合併処理浄化槽を設置することは
有効な対策のひとつであると考えられるので、そうした選択も可能となるよう規制の緩和を望む。

61 Ａ　権限移譲 産業振興 事業協同組合等の設
立認可等に関する事
務の都道府県への権
限移譲

中小企業等協同組合法に基づく
２以上の都道府県の区域にわた
る事業協同組合等の設立の認
可、定款変更の認可、報告の徴
収、検査等、法令等の違反に対
する処分等の事務について、各
地方運輸局及び地方整備局か
ら都道府県へ権限の移譲

地方運輸局及び地方整備局の所管事務に係る外国人技能実習生共同受入事業を主目的とした
組合設立等が今後、想定されている。当該事業は、２以上の都道府県の区域にわたる事業の実
施が多いことから、その認可等の事務は現在、地方運輸局及び地方整備局が行っており、事務
手続きに多くの日数を要している。

一方、中小企業等協同組合法等に基づく厚生労働省の所管事務（地方厚生局所管業務）に関し
ては、２以上の都道府県の区域にわたる組合でも、主たる事務所がある都道府県で設立認可・
定款変更の認可等を行えることになった。また、農林水産省の所管事務についても、今後、都道
府県に移譲が行われる予定である。

こうした状況を鑑み、同法等に基づく地方運輸局及び地方整備局所管の２以上の都道府県の区
域にわたる組合に係る事務についても、都道府県へ権限移譲がされることにより、今後権限移譲
予定の農林水産省所管の組合等に係る事務・権限と併せて、統一的かつ迅速な対応を行うこと
ができ、県民サービスの向上に繋がるものと考えられる。

２以上の都道府県の区域にわたる事業協同組合等であっても、都道府県で事
務手続きを行えることから、事務手続きの負担軽減や手続きに要する日数の
短縮を図ることができる。
また、組合に対する統一的かつ迅速な対応を行うことで、県民サービスを向上
する効果が期待される。

中小企業等協同組合
法施行令第32条

中小企業団体の組織
に関する法律施行令
第11条

国土交通省 富山県 － －
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団体名 支障事例

団体名

提案区分

制度の所管・関係府省庁
＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

管理
番号

区分

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等）
根拠法令等

分野

65 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

運輸・交通 道路運送法上の申請
事案に係る手続の簡
素化

コミュニティバス運行に関する道
路運送法上の申請に対して、市
町村が委託する事業者等に限り
手続の簡素化を求める。

当市では、平成27年10月から本市付知地区についてNPO法人に委託し、コミュニティバスの運行
をしている。
事業の許可にあたっては、標準処理期間内で認可されたが、当市や事業者等で構成する地域公
共交通会議等で協議の整えた事項のほか、運行の適正については、地域公共交通会議の判断
で担保が可能である。そこで、市町村が委託する事業者等に限っては認可申請に当たり、地域公
共交通会議等市町村において、判断が十分である事項の審査手続を省略するなど、より処理期
間の短縮を図られたい。

公共交通会議での協議資料と、陸運支局への許可申請資料は、その多くが
重複しており、また、公共交通会議へは陸運支局からも出席がある。
公共交通会議において協議が整った事項に対する資料が省略されるなどの
手続の簡素化により、処理期間が短縮され、前倒しの運行開始が可能となる
など住民要望への対応のスピードアップが見込まれる

道路運送法
施行規則９条第２項

国土交通省 中津川市 松本市、大
村市

○コミュニティバスを運行していたにもかかわらず、平成24年10月に国の手続きの煩雑さを理由にコミュニティバス運
行のプロポーザル参加を取りやめた事業者がいた。
○コミュニティバスの運行に係る手続きが簡略化され、処理期間が短縮されることについては、その必要性を感じて
いる。
○平成28年10月にデマンドタクシーを実証運行から本格運行へ移行するため、６月に地域公共交通会議を開始し、９
月までに道路運送法第４条許可を取得するよう事業者（タクシー会社）に依頼しているところである。申請は事業者か
ら行い、また、事業者はその申請の経験がないため事例と同様な状況が確認できないところである。制度改正により
簡素化、期間短縮が図られるならば地域公共交通会議の実施も有意義なものと考える。
○本市においても、交通空白地域や交通弱者対策として、乗合タクシー等の導入を検討しており、今後同様のことが
想定される。

71 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

産業振興 工業用水道事業にお
ける雑用水の供給に
関する規制緩和

工業用水道事業において雑用
水を供給する際の、河川法に基
づく流水占有許可申請に係る雑
用水の供給量について、柔軟な
運用とする措置を求める

工業用水道事業者による雑用水の供給については、平成26年の経済産業省通知により、地域振
興への貢献、投資効率の向上等の趣旨に適う供給対象に限り給水能力の10%以下の供給につ
いては、国への届出が不要とされている。

一方で、工業用水道の取水にかかる水利権許可において、昭和58年の通産省と建設省の覚書
により、雑用水は工業用水とは明確に区分して水量を申請することとされており、この許可水量
が雑用水供給の実質的な上限となっている
（「特に試験的な措置として供給が行われる場合」として、日量600㎥未満の雑用水の供給等は工
業用水と区分して申請する必要がないとされている。）

近年、工業用水の需要が漸減している中で、工業用水事業の健全な維持管理を図る上で、工業
用途以外の都市活動、経済活動への雑用水の供給を可能とすることが有効であるにもかかわら
ず、給水能力の10％を下回る雑用水の供給を行おうとする場合であっても、水利権の許可水量
の制限により、雑用水利用の新規の申込に即応することができず、地域産業全体の発展のため
に工業用水道施設を有効に活用できていない。（水利権の変更手続きには平均１年以上を要す
る場合が大半である。）

水利権の更新を行うまでの間、給水能力の10％以下の雑用水を柔軟に供給
可能とすることができるように運用の改善がされることにより、製造業以外の
事業所への水需要にも即応できることになり、地域産業全体の発展のために
工業用水道施設を有効に活用できる。

①工業用水の一部を
工業用以外の用途の
水に転用する場合の
水利処分の取扱いに
ついて（昭和58年２月
16日付建設省河川局
水政課長補佐事務連
絡）
②通商産業省立地公
害局工業用水課長補
佐・建設省河川局水
政課長補佐覚書（昭
和58年２月16日付け）
③河川法施行規則第
11条第２項

経済産業省、国土交通
省

静岡県 滋賀県、徳
島県

－

80 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土地利用（農地除く） 都市公園における設
置可能な施設に関す
る規制緩和

都市公園法第２条第２項に定め
る都市公園に設けられる施設に
児童福祉法に定める児童館の
追加を求める

【制度改正の経緯】
　地方都市では、人口の減少、少子高齢化の進行への対策が課題となっており、釧路市におい
ても平成27年2月には少子化問題に対応すべく、「釧路市子ども・子育て支援事業計画」を策定
し、　同年９月には「釧路市公共施設等総合管理計画」を策定し、今後予想される人口減少に対
応した持続可能なまちづくりに取り組んでいる。
【具体的支障事例】
　２つの地区会館と児童センターを統合した複合施設の建設を予定している地区には、建設に適
した市有地がなく、街区公園内が建設候補地となっている。しかし、公園内に設置が認められる
施設には地区会館の主な用途である集会所の規定はあるが、児童福祉法に定められている児
童館や複合施設については定められてはいない。

【制度改正の必要性と効果】
　地域のコミュニティ活動の拠点と、子どもたちが放課後に安全に過ごすこと
のできる複合施設の公園内への設置は、幼児から高齢者まで幅広い世代が
交流する地域コミュニティの中心を担う施設という都市公園の新たな活用のモ
デルとなり、子どもと子育て世代が暮らしやすい生活環境の充実や、高齢化、
加入率の低下が課題となっている町内会活動にも新たな活動促進の手助けと
なる。
　また、施設の集約化・複合化により、今後70年間の総額で、ライフサイクルコ
スト試算では約3億７千万円、管理運営費用では約5,600万円の縮減が可能と
見込まれる。
　なお、市民一人当たりの公園面積は今年度新規２公園19,400㎡の整備によ
り、23.79㎡と充分に確保される見込みである。

都市公園法第２条第２
項
都市公園法施行令第
５条

国土交通省 釧路市 北海道、倉
敷市

○公共施設等総合管理計画を策定し、公共資産の保有量の縮減に向けて調整を進める段階に来ている。
  公共施設の集約化・複合化を進め、機能集約した公共施設を設置する場合に、新たな用地取得を行うのではなく、
街区公園などの用途変更を行って、施設敷地として活用したい。元来、住宅地域に設置されている公園は、福祉関連
施設、コミュニティ活動関連施設などの設置場所として、適しており、活動促進に有効なだけでなく、市財政負担の軽
減にも寄与すると考えられる。
○都市公園内に、公園施設以外の建築物を設置すると、都市公園としてのオープンスペースが失われ、オープンス
ペースがあることによって発揮される都市公園の効用が発揮されない恐れがある。
　一方、地域において児童に健全な遊びを与えることにより、その健康を増進し、又は情操を豊かにすることを目的
し、不特定多数の児童が利用可能な施設であれば、都市公園の効用を全うする施設と考えられる。
　オープンスペースとしての効用は、都市公園法第４条に定める、建ぺい率の基準により担保されることを斟酌すれ
ば、上記施設を都市公園法第２条第２項に定める公園施設とすることの検討は妥当と考えられる。

278 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土地利用（農地除く） 都市公園内への町会
自治会等地縁団体の
会館設置に対する規
制緩和

都市公園法施行令第５条第８項
の「法第２条第２項第９号の政令
で定める施設」の中に、地縁団
体の会館施設を加えるよう、同
施行令の改正を求める。

【提案の背景】
地域のコミュニティの醸成、防災機能、文化継承機能等地縁団体の果たす役割は大きい。しかし
ながら、地縁団体の活動拠点となる会館施設を設けるための用地の確保が困難となっている。会
館を所有していない地縁団体は、会議や打ち合わせができる場所（会館）がないことから、子ども
と高齢者とのふれあいイベント、災害対応などの市民への意識啓発、近隣住民への文化の伝承
等、地縁団体活動の活性化に支障をきたしている。
【支障事例】
本市内の地縁団体である町会自治会の中には、地域内や近隣に用地を確保できず会館を持っ
ていない団体も数多くあり（572団体のうち130団体が所有していない）、近隣の都市公園内を会
館用地として活用させてほしいとの要望も受けている。八王子市内の都市公園面積は十分に確
保されており（平成27年４月１日現在、八王子市の１人当たりの都市公園面積は11.74㎡）、また、
会館を設置するとしても必要最小限の規模が想定され、都市公園法の第４条に定める「公園施
設として設けられる建築物の建築面積の総計が当該都市公園の敷地面積に対する割合は100
分の２以内」の規定の範囲内にとどまると見込まれる。都市公園の重要な目的であるオープンス
ペースの確保が十分達成されているにも関わらず、都市公園法施行令第５条第８項の規定の中
に「地縁団体の会館」との記載がないことから公園内に建設することができない。

地域コミュニティの核である、地縁団体の加入率は、平成16年度67.7％であっ
たものが、平成27年度には60.1％まで下がり、年々活動が縮小してきている。
公園内への設置が可能となることにより、地縁団体の活動拠点の確保が容易
になり、地域コミュニティの醸成につながることに加え、災害時の避難所の確
保など、都市が抱える課題である防災機能の強化にも資するものである。

都市公園法第２条
都市公園法施行令第
５条

国土交通省 八王子市 － ○【現状・課題】自治会館を所有している自治会が、会館の構造の問題や地権者の相続の問題等を理由に現施設の
移設を検討する必要が生じることがあり、その移設先となる土地がない現状がある。
【制度改正の必要性等】制度改正により都市公園内への自治会館設置に対する規制緩和が実現すれば、都市公園
が上記のような問題を抱えている自治会の自治会館移設先の候補地とすることができ、地域コミュニティの醸成に寄
与できるものと考えるが、公園管理者との協議が必要である。
○本市においても、同様の要望・相談は自治会から上がることがあり、柔軟な対応が可能であれば、自治会館の建
設に資するものと考えられる。

83 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 空家等に対する応急
安全措置

防災・安全上、緊急を要するもの
については、二次被害の拡大等
を防止するためにも、助言・指
導、勧告、命令の所定の手続を
経ることなく、迅速に必要最小限
度の応急安全措置をできるよう
にすること。

　台風等の強風の影響により、空家の屋根瓦が周辺に今にも飛散しそうな状態となっている場
合、再度強風等を受けたときには通行人や地域住民等に被害をもたらすおそれがあるため緊急
的な対応が求められるものの、空家法にて措置を行う場合は、助言又は指導、勧告、命令の所
定の手続きを順に経る必要があり、これらの手続きに一定の時間を要することから被害を拡大さ
せるおそれがある。
　また、例えば建築基準法第10条第３項に規定する著しく保安上危険な状態にあるとして緊急的
な是正命令を行おうとするとき、過失がなくてその措置を命ぜられるべき者を確知することができ
ず、かつ、その違反を放置することが著しく公益に反すると認められるときは、特定行政庁はその
者の負担においてその措置を自ら行うことが可能であるが、管理不十分な空家等については適
切な相続登記がなされていないなど法定相続人が多数に渡る場合もある。建築基準法では空家
法に規定される固定資産税の課税台帳の情報利用や、電気・ガス等の供給事業者に対する情
報利用が明記されていないので、所有者等を確知できないことを確認するために、更なる時間を
要することが考えられる。
　以上から、より迅速に所有者等の確知（又は確知できないことの確認）を行うことができる空家
法において、防災・安全上、緊急を要する特定空家等については助言又は指導、勧告を経ること
なく、命令を行えるよう改正を求めるもの。

緊急時に迅速な対応が可能となるため、二次被害の発生抑制につながり、安
全が確保される。

空家等対策の推進に
関する特別措置法

総務省、国土交通省 愛媛県、松
山市、今治
市、宇和島
市、八幡浜
市、新居浜
市、西条
市、大洲
市、伊予
市、四国中
央市、西予
市、東温
市、上島
町、久万高
原町、松前
町、砥部
町、内子
町、伊方
町、松野
町、鬼北
町、愛南町

日高市、練
馬区、徳島
県、大村
市、延岡市

○　提案団体とほぼ同じ理由により、より迅速に所有者等の確知（又は確知できないことの確認）を行うことができる
空家法において、防災・安全上、緊急を要する特定空家等については助言又は指導、勧告を経ることなく、命令を行
えるよう改正を求めます。
○　当市については、今年度現地調査を行い、来年度、空家等対策計画を策定する予定であるが、すでに空き家の
相談を受けており所有者に空き家放置による危険性を促しているが、「相続が終わっていない」「お金がない」などの
回答に尽きてしまう。空家対策特別措置法はありがたい施策であるが、助言又は指導、勧告を経ていると時間を要し
てしまい対応に遅れが生じる恐れもある。防災及び安全上、緊急を要する特定空家等については、上記の段階を踏
まずに命令が行えるよう改正願いたい。
○　倒壊等が危惧される空き家として、市内に100軒以上を把握しており、強風等が発生した場合に通りかかった市
民や近隣の住民及び家屋に危害を加える恐れがある。本市においても、緊急安全措置の必要性がでてくる可能性が
十分にあることから、「空家等対策の推進に関する特別措置法」の改正が必要と考えた。

93 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

産業振興 砂利採取計画の変更
届出に係る規定の省
令への追加

砂利採取計画の軽微な変更に
ついては届出で足りるよう、届出
に係る規定の省令への追加を求
める。

　砂利採取法において、採取計画の軽微な変更については省令の定めるところにより、変更認可
によらず、届出で足りることとされているが、届出に係る規定が省令に定められていないことか
ら、採取計画の変更については変更認可により対応している。一方で、採石法にも同様の規定が
あるが、採石法施行規則には軽微な変更についての規定が置かれているため、届出で足りるこ
とになっている。
　本県において、「軽微な変更」に該当しうると考えている事例としては、砂利採取後の埋戻し土
砂の変更があり、例年１０件程度の実績がある。
　当該事務については、行政としては概ね処理日数２日×１０件で年間２０日程度の負担がか
かっており、事業者としても認可書類の作成に事務負担がかかっている状況である。

　変更届出に係る規定が省令に追加されることにより、軽微な変更について
は、認可を得ることなく、届出で足りることとなれば、行政及び事業者の事務負
担の大幅な軽減が図れるとともに、処理期間の短縮化が見込まれる。

砂利採取法第20条第
1項但し書き及び第2
項

経済産業省、国土交通
省

栃木県 福島県、茨
城県、新潟
市、静岡
県、宮崎県

○　変更認可申請にあたっては、事業者に対して県手数料条例に基づき１件につき17,000円の手数料が発生するこ
とからも、変更届で可能な軽微な変更について、省令で明確な基準を定めることが望ましい。
○　本県も業務主任者の変更等の直接災害の発生に繋がる可能性がないものについても、変更認可を行っている現
状である。そのため、事業者に対して、事務負担に加え、金銭的負担がかかっている状況である。

141 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

環境・衛生 　県等が所管する砂
利採取法に基づく権
限のうち、砂利採取計
画の認可事務等につ
いて、市町村が関与
する機会を拡大する
よう求めるもの。

　同法第37条第１項に基づく市
町村長の要請について、現行で
は「砂利の採取に伴う災害が発
生するおそれがあると認めると
き」のみ、「都道府県知事、指定
都市の長又は河川管理者に対
し、必要な措置を講ずべきことを
要請することができる」が、地下
水源の汚染や涵養の喪失、地下
水脈の破壊、地盤の軟弱化、土
地の資産価値低下といった、い
わゆる災害とは別の悪影響が予
見される場合においても、市町
村長の要請を認める文言に改め
るなどし、地域の実情を勘案・反
映させるもの。

　当市は、立山連峰から富山湾に注ぐ早月川の豊富な清流や扇状地に出る湧水、地下水等の恵
まれた水資源が、水道水源や工業・農業用水として市民生活や産業を支え、特別天然記念物ホ
タルイカ群遊海面など地域固有の景観や大地の形成に寄与している。
　ところが近年、貴重な地下水源を涵養する田畑で、業者による大規模な砂利採取が相次ぎ、良
好な水資源保全への障害や、宅地化、企業誘致等の土地利用の幅が狭まるなど悪影響が生じ
ている。採取認可を受けた場所で、地下水が溢れだす被害も出ている。埋め戻し作業の不徹底
による地盤の軟弱化や、汚染した土壌を使った埋戻しによる地下水汚染や健康被害等の懸念も
伴う。（県内231カ所中143カ所を対象にした県のボーリング調査によると、約半分で深堀や異物
混入等の不適切処理があり、このうち、滑川市内32カ所での不適切処理の割合は８割以上だっ
た。）
　砂利採取法（第36条第４項）では、採取業者から砂利採取計画の認可（変更含む）の申請が
あった時及び採取業者に認可または不認可の処分をした時には、都道府県知事から関係市町
村にその旨を通報する義務があるが、市町村は通報を受けても、県に対する必要な措置の要請
が可能なのは、同法第37条第１項に基づく「災害が発生するおそれがあると認めるとき」のみで
あり、その他の理由では、市町村が関与して地域の実情を勘案・反映する余地がない。

　地域に最も近い地方公共団体である市町村が、地域の実情にあわせた適
正な砂利採取が行われるよう、砂利採取計画を把握し、市民生活、産業を支
える水資源等（一旦損なわれると原状復帰が大変困難であったり、不可能で
あったりする）の保全につなげる。

砂利採取法第37条第
１項

経済産業省、国土交通
省

滑川市 － －
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113 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土地利用（農地除く） 都市計画の軽易の見
直しの拡大

都市計画の軽易な変更につい
て、都市計画法施行規則第13条
の２に、一般廃棄物処理施設の
廃止等の新規事項を追加

都市計画法第21条の軽易な変更は、その内容が限定的である。平成26年度の地方分権改革に
係る提案に基づき、平成28年度中に道路、都市高速鉄道、公園・緑地について、都道府県の都
市計画変更に係る軽易な変更の範囲と同様の範囲を市町村の都市計画変更にも適用することと
する省令改正が行われる予定であるが、都道府県も含めた軽易な変更の対象となる範囲の見直
しは行われていない。
市民生活に直接影響を及ぼさない施設の廃止などについても軽易な変更の対象として加えてい
ただきたい。

(具体例）
昭和40年代に建設したごみ処理施設があるが、市内の他の地区に処理能力の高い施設を新設
したことや統廃合により効率化を図ったことなどにより、平成23年４月に稼動を休止した。
平成25年度に、リサイクル事業の推進の効果や今後の人口減少によるごみ発生量の見込につ
いて分析を行い、当施設を廃止することを決定したが、当該案件は「軽易な変更」とは認められな
いため、廃止までに相当な時間を要した。
老朽化し、休止しているごみ処理施設を廃止するために、縦覧や都道府県協議などに数か月の
時間や人員、施設の維持管理費を費やすことは、公共施設の総合的かつ計画的な管理や行政
の効率化の観点からみて適切ではない。

市民生活等に影響を及ぼすことなく、より効率的かつスピード感をもって実施
でき、事務経費の縮減につながることはもとより、公共施設の適正化に即応し
た都市計画となる。

都市計画法第19条３
項
都市計画法施行令第
14条３号
都市計画法施行規則
第13条の２

国土交通省 浜松市 鳥取市、徳
島市、宇和
島市

○公が所有する土地にある都市計画施設で、市民に影響を及ぼさない都市計画変更について、効率的に実施できる
よう同様に見直しを求める。
　本市においてもごみ処理施設の統廃合を検討しており、速やかな都市計画の廃止手続きが行えるよう「軽易な変
更」の対象に追加していただきたい。
○新しい施設が都市計画決定している場合、旧施設の廃止は軽微な変更でよいと考える。
○一般廃棄物の中間処理施設は、「都市計画ごみ焼却場（一般廃棄物処理施設）」として清掃センターが平成15年度
に竣工し、都市計画決定された区域（※Ａとする）で運転している。平成35年度までに、他市と共同でごみ処理施設
（ごみ焼却施設及び粗大ごみ破砕施設）を清掃センターが立地する都市計画決定済の区域（Ａ）に建設していくことが
平成27年度に決定し、環境影響評価手続きを進めている。
　既都市計画決定の区域が変わらないが、国に照会回答を得たと思われる県の見解は名称等変更する「軽易な変
更」に当たらないとして、正規の都市計画決定・変更手続きを前提とした都市計画決定権者による環境影響評価手続
が必要とのことであった。提案事項は一般廃棄物処理施設の廃止であったが、当市の場合、ごみ処理施設の広域的
集約化を図るべく、既存の都市計画決定区域内での施設の集約化をしようとしたもので、「市民生活に直接影響を及
ぼさない施設の廃止などについても軽易な変更の対象として加えていただきたい。」という提案に類すると思われる。
　既都市計画決定の区域内で、ごみ処理施設を建替するために、縦覧や都道府県協議などに数か月の時間や人
員、施設の維持管理費を費やすことは、公共施設の総合的かつ計画的な管理や行政の効率化の観点からみて適切
ではないし、市民に対して真に必要な手続きとしての妥当性の説明をすることに窮するものである。
○本市においても、今後、一般廃棄物処理施設等の廃止が見込まれることもあり、浜松市と同様、既に代替施設が
稼働するなど、施設として廃止しても市民生活に影響のない場合等については、事務の簡素化及び事務経費等の縮
減のため、軽易な変更の対象としていただきたい。

256 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土地利用（農地除く） 都市計画の軽易の見
直しの拡大

都市計画の軽易な変更につい
て、都市計画法施行規則第13条
の２に、一般廃棄物処理施設の
廃止等の新規事項を追加

都市計画法第21条の軽易な変更は、その内容が限定的である。平成26年度の地方分権改革に
係る提案に基づき、平成28年度中に道路、都市高速鉄道、公園・緑地について、都道府県の都
市計画変更に係る軽易な変更の範囲と同様の範囲を市町村の都市計画変更にも適用することと
する省令改正が行われる予定であるが、都道府県も含めた軽易な変更の対象となる範囲の見直
しは行われていない。
市民生活に直接影響を及ぼさない施設の廃止などについても軽易な変更の対象として加えてい
ただきたい。

(構成市における具体例）
昭和40年代に建設したごみ処理施設があるが、市内の他の地区に処理能力の高い施設を新設
したことや統廃合により効率化を図ったことなどにより、平成23年４月に稼動を休止した。
平成25年度に、リサイクル事業の推進の効果や今後の人口減少によるごみ発生量の見込につ
いて分析を行い、当施設を廃止することを決定したが、当該案件は「軽易な変更」とは認められな
いため、廃止までに相当な時間を要した。
老朽化し、休止しているごみ処理施設を廃止するために、縦覧や都道府県協議などに数か月の
時間や人員、施設の維持管理費を費やすことは、公共施設の総合的かつ計画的な管理や行政
の効率化の観点からみて適切ではない。

市民生活等に影響を及ぼすことなく、より効率的かつスピード感をもって実施
でき、事務経費の縮減につながることはもとより、公共施設の適正化に即応し
た都市計画となる。

都市計画法第19条３
項
都市計画法施行令第
14条３号
都市計画法施行規則
第13条の２

国土交通省 指定都市市
長会

宇和島市 ○　新しい施設が都市計画決定している場合、旧施設の廃止は軽微な変更でよいと考える。

119 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土地利用（農地除く） 所有者を確知している
放置自動車の早急な
除却

都市公園法第27条第3項の規定
により、所有者を確知していない
放置自動車については、公園管
理者自ら除却等することができ
る。しかし、所有者を確知してい
る放置自動車については、行政
代執行法に基づく手続を経なけ
れば除却することができない。
そこで、私人の権利保護を十分
考慮した一定の手続のもと、現
行の行政代執行の手続によら
ず、かつ、早急に除却することが
できるよう求めるものである。

放置自動車の所有者を確知している場合、行政代執行を行う前提として、①行政指導等（所有者
に対し放置自動車を除却するよう説得・指導）、②命令を行う前の所有者への弁明の機会の付
与、③命令を行わなければならず、それにもかかわらず所有者が放置自動車の除却に応じない
といった事案が多い。その後、④行政代執行を行うこととなるが、極めて長い期間を要する。ま
た、行政代執行法第2条に規定される「著しく公益に反する」の解釈においては極めて限定的に
解釈すべきとの意見もあり、行政代執行が事実上不可能な状況である。
現在、根気強く所有者を訪問し、除却・売却等の依頼を行っているが全く応じる気配はなく、放置
自動車のガラス割れ、故障した部品が散在する等、公園利用者が怪我をすることがある。また、
公園やまちの美観を損ねることから、市民からの苦情も多い。

公園管理者により、速やかに放置自動車を除却することができれば、公園利
用者の危険もなくなり、また公園やまちの美観を保つことができる。

都市公園法第27条第
3項

国土交通省 岐阜市 北海道、日
高市、上越
市

○本市においても１年前から都市公園内に放置車両が投棄され、市の環境保全条例による処分を行おうとしたとこ
ろ、所有者は判明しており、ナンバープレート（自動車登録ファイルに登録あり）がついているため、所有権移転等をし
なければ廃車の手続きができず、現在も公園内に存置されている。また、所有者は、車体をローンで購入していたた
め、自動車ディーラーの名義となっており、購入者（住所不定・居所不明）が使用者の名義となっている。現在、民事
執行法による強制執行の処分を研究中である。
○当市で管理している河川緑地管理棟の駐車場にH27.9月頃から自動車が放置されていた。警察に相談し、警察が
所有者へ当該自動車を移動するよう促していたが、H28.5月にようやく所有者が当該自動車を移動した事案あり。
○どこの都市公園でも起こりえることである。手続きには時間がかかる上、「著しく公益に反する」の解釈も限定的で
あることから、都市公園法において、速やかに除却が可能となれば、公園利用者へのメリットが大きい。

123 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土地利用（農地除く） 県が設置する都市計
画審議会の委員の構
成等の基準の見直し

都市計画法に基づき県が設置す
る都市計画審議会について，政
令による委員の数，委員に就任
できる役職等の基準の定めを撤
廃し，地方の実情にあった審議
会運営ができるようにすること

宮城県議会は，県の附属機関等に対する監視・調査機能を確保するため，議員がこれら委員へ
就任しないこととしているが，この方針に抵触している。

本県では，審議会等の女性委員の比率を40％以上とする方針としているが，都市計画審議会に
ついては特に，政令で定める「都道府県の議会の議員」及び「市町村の議会の議長を代表する
者」の女性割合が低く，結果として、女性委員の比率が低い状態となっている。

【改正理由】
国土の均衡ある発展と公共の福祉に寄与するという目的のため，制度の運用
についての一定の基準の必要性を否定するものではないが，都市計画は各
自治体の責任において運用されるものである。

【制度改正による効果】
地域の実情に合った審議会運営が可能となるとともに、委員への女性登用率
の向上が期待される。

特に、審議会における男女の均等な登用については、女性の社会進出を促進
するものであり、一億総活躍社会の実現に資するものである。

都市計画法（昭和43
年法律第100号）第77
条

都道府県都市計画審
議会及び市町村都市
計画審議会の組織及
び運営の基準を定め
る政令（昭和44年政令
第11号）第2条

国土交通省 宮城県、広
島県

－ ○本県議会でも、議員は県の附属機関の委員に就任しない（法令で定めるものを除く。）ことを先例で定めており、県
議員の就任を必須とする政令と、県の附属機関に対する監視・調査機能の確保の観点との間で齟齬が生じている。
○今後、県都市計画審議会において、地域に密着したまちづくりの観点等からも、地域住民代表者やＮＰＯ等が委員
として審議していただくことが必要となることも考えられる。このため、県の実情に応じて、県の裁量で柔軟に委員構
成を決めることができるよう、政令で限定されている役職の緩和がなされることについては、賛成である。なお、当県
都市計画審議会条例では政令の範囲内で、委員の構成等を規定している。

133 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

農業・農地 農村地域工業等導入
促進法第２条第２項に
規定する「工業等」の
弾力的な運用

農村地域工業等導入促進法第２
条第２項に規定する、農村地域
に導入する工業等の業種につい
て、社会経済情勢や地域の実情
に応じて弾力的に運用できるよ
うにすること

【提案の背景】
農工法第２条第２項は、農工団地に進出できる工業等の業種を工業（製造業）、道路貨物運　送
業、倉庫業、梱包業及び卸売業に限定されている。
本県では、農工法に基づき、県が４計画、市町村が19計画を策定し、農工団地58団地、511ｈａを
造成し、141社の企業が操業しているが、造成したものの企業立地が進んでいない面積が約28ｈ
ａあり、また、計画上は、農工団地を造成することとなっているが、立地を希望する企業がないこと
から、未整備の団地が７団地、31ｈａある。

【具体的支障事例】
地域再生法の改正により、整備後５年以上工場等用に供されていない遊休工場用地について
は、特例により農工法第２条２項で定める業種以外の産業用に供することができるようになった
が、未整備地や整備後５年未満の工場用地についてはその特例が適用されない。
本県においては、実際に昨年度に農工団地への参入を希望した業者は６業者があったが、農工
法で定める業種ではないため、また、整備後あるいは工場撤退後５年未満の用地であったため、
地域再生法の特例を受けられず、工場立地を断念し、結果、遊休工場用地の解消に至らなかっ
た例がある。

未利用の農工団地の活用だけではなく、例えば植物工場や木質バイオマス発
電施設など雇用が期待できる業種や天然ガス発電施設や熱供給業など、雇
用に加え、団地内へのエネルギーの安定供給に寄与する業種が追加できるこ
とで、農工団地の一層の発展に資することができる。

農村地域工業等導入
促進法

厚生労働省、農林水産
省、経済産業省、国土
交通省

山梨県 秋田県 ○　本県においても、コールセンターなど、農工法で定める業種以外の企業からの立地希望が寄せられる事例があっ
たが、当該規制により分譲を断念している。
進出可能な業種が増加することによって、長期的な未分譲用地の解消が進むとともに、多様な企業の進出による新
たな雇用の創出が期待できる。

134 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土地利用（農地除く） 半島振興計画に係る
主務大臣の協議、同
意の廃止

都道府県が半島振興計画を作
成する際には、あらかじめ主務
大臣へ協議し同意を得ることとさ
れているが、半島振興計画の作
成に関して主務大臣が都道府県
に変更を求めることができること
とした上で、計画策定後の主務
大臣への提出制度に改める。

【現状】
半島振興法第３条によると、「都道府県は、半島振興計画を作成しなければならない。この場合
においては、あらかじめ、主務大臣に協議し、その同意を得なければならない。」と定められてい
る。
なお、同様の趣旨で制定されている山村振興法に基づき県が策定する山村振興基本方針では、
都道府県が方針策定後に主務大臣に提出し、主務大臣による都道府県への勧告が可能である
ことから、主務大臣への同意協議は行われていない。

【具体的な支障事例】
半島振興計画の作成において、主務大臣への協議（事前確認を含む）及び同意を得るために多
大な時間と労力を要している。（本県のH27計画策定時には、事前確認を含めて国協議に約７か
月を要している）

同意協議を廃止することにより、事務の簡素化による負担軽減が図られるとと
もに、半島振興計画に基づく事業実施や国の支援を受けることによる事業効
果の早期発現（地域の自立的発展、地域住民の生活安定・福祉向上や、定住
促進等）が期待できる。

半島振興法第３条第１
項

総務省、文部科学省、
厚生労働省、農林水産
省、経済産業省、国土
交通省、環境省

山口県、中
国地方知事
会

北海道、長
崎県

○半島振興計画の作成において、主務大臣への協議（事前確認を含む）及び同意を得るために、多大な時間と労力
を要している。（H27計画策定時にも、事前確認を含めて国協議に約７か月を要している。また、都道府県は出先機関
である総合振興局・振興局を通じての作業となるため、計画策定のための市町村の作業時間や、書類のやりとりに時
間がかかる。）
○同意手続きが廃止され、報告のみとなれば、手続きの迅速化や事務的負担の軽減が見込まれる。国による支援が
担保される前提であれば、反対するものではなく制度改正の必要性はあるものと考える。
○半島振興計画の作成において、主務大臣への協議（事前確認を含む）及び同意を得るために多大な時間と労力を
要している。（H27計画策定時には、事前確認を含めて国協議に約７か月を要した。）

302 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土地利用（農地除く） 半島振興計画に係る
主務大臣の協議、同
意の廃止

都道府県が半島振興計画を作
成する際には、あらかじめ主務
大臣へ協議し同意を得ることとさ
れているが、半島振興計画の作
成に関して主務大臣が都道府県
に変更を求めることができること
とした上で、計画策定後の主務
大臣への提出制度に改める。

【現状】
半島振興法第３条によると、「都道府県は、半島振興計画を作成しなければならない。この場合
においては、あらかじめ、主務大臣に協議し、その同意を得なければならない。」と定められてい
る。
なお、同様の趣旨で制定されている山村振興法に基づき県が策定する山村振興基本方針では、
都道府県が方針策定後に主務大臣に提出し、主務大臣による都道府県への勧告が可能である
ことから、主務大臣への同意協議は行われていない。

【具体的な支障事例】
半島振興計画の作成において、主務大臣への協議（事前協議を含む）及び同意を得るために多
大な時間と労力を要している。（本県のH27計画策定時には、事前協議を含めて国協議に約７か
月を要している）

同意協議を廃止することにより、事務の簡素化による負担軽減が図られるとと
もに、半島振興計画に基づく事業実施や国の支援を受けることによる事業効
果の早期発現（地域の自立的発展、地域住民の生活安定・福祉向上や、定住
促進等）が期待できる。

半島振興法第３条第１
項

総務省、文部科学省、
厚生労働省、農林水産
省、経済産業省、国土
交通省、環境省

九州地方知
事会

北海道 ○半島振興計画の作成において、主務大臣への協議（事前協議を含む）及び同意を得るために、多大な時間と労力
を要している。（H27計画策定時には、事前協議を含めて国協議に約７か月を要している。また、都道府県は出先機関
である総合振興局・振興局を通じての作業となるため、計画策定のための市町村の作業時間や、書類のやりとりに時
間がかかる。）
○半島振興計画の作成において、主務大臣への協議（事前確認を含む）及び同意を得るために多大な時間と労力を
要している。（H27計画策定時には、事前確認を含めて国協議に約７か月を要した。）
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分野

135 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土地利用（農地除く） 離島振興計画に係る
主務大臣の事前審査
の廃止

都道府県が離島振興計画を定
めたときには、直ちに、これを主
務大臣に提出し、主務大臣は離
島振興基本方針に適合していな
いときは都道府県に変更すべき
ことを求めることができるとされ
ているが、実務上行われている
離島振興計画案の事前提出に
よる審査について、廃止する。

【現状】
離島振興法第４条により、「都道府県は、離島振興基本方針に基づき離島振興計画を定めた際
にこれを主務大臣に提出し、主務大臣は、離島振興基本方針に適合していないと認めるときは、
当該都道府県に対しこれを変更すべきことを求めることができる。」と定められているが、実務
上、計画策定前に離島振興計画案の事前提出により、離島振興基本方針に適合するか否かの
審査が行われている。
なお、同様の趣旨で制定されている山村振興法に基づき県が策定する山村振興基本方針におい
ては、国への事前提出による審査は行われていない。

【具体的な支障事例】
離島振興計画の策定において、実務上行われている、事前審査に多大な時間と労力を要してい
る。（本県のH25計画策定時には、国協議に５か月を要している）

事前審査を廃止することにより、事務の簡素化による負担軽減が図られるとと
もに、離島振興計画に基づく事業実施や国の支援を受けることによる事業効
果の早期発現（地域の自立的発展、地域住民の生活安定・福祉向上等）が期
待できる。

離島振興法第４条第
10項、第11項

総務省、文部科学省、
厚生労働省、農林水産
省、経済産業省、国土
交通省、環境省

山口県、中
国地方知事
会

北海道、長
崎県

○離島振興計画の策定において、実務上行われている事前審査に多大な時間と労力を要している。（H25計画策定
時にも、国協議に３か月を要している。また、都道府県は出先機関である総合振興局・振興局を通じての作業となる
ため、計画策定のための市町村の作業時間や、書類のやりとりに時間がかかる。）
○手続きが廃止されれば、手続きの迅速化や事務的負担の軽減が見込まれる。国による支援が担保される前提であ
れば、反対するものではなく制度改正の必要性はあるものと考える。
○離島振興計画の策定において、実務上行われている、事前審査に多大な時間と労力を要している。（H25計画策定
時には、国協議に５か月を要している。）

303 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土地利用（農地除く） 離島振興計画に係る
主務大臣の事前審査
の廃止

都道府県が離島振興計画を定
めたときには、直ちに、これを主
務大臣に提出し、主務大臣は離
島振興基本方針に適合していな
いときは都道府県に変更すべき
ことを求めることができるとされ
ているが、実務上行われている
離島振興計画案の事前提出に
よる審査について、廃止する。

【現状】
離島振興法第４条により、「都道府県は、離島振興基本方針に基づき離島振興計画を定めた際
にこれを主務大臣に提出し、主務大臣は、離島振興基本方針に適合していないと認めるときは、
当該都道府県に対しこれを変更すべきことを求めることができる。」と定められているが、実務
上、計画策定前に離島振興計画案の事前提出により、離島振興基本方針に適合するか否かの
審査が行われている。
なお、同様の趣旨で制定されている山村振興法に基づき県が策定する山村振興基本方針におい
ては、国への事前提出による審査は行われていない。

【具体的な支障事例】
離島振興計画の策定において、実務上行われている、事前審査に多大な時間と労力を要してい
る。（本県のH25計画策定時には、国協議に５か月を要している）

事前審査を廃止することにより、事務の簡素化による負担軽減が図られるとと
もに、離島振興計画に基づく事業実施や国の支援を受けることによる事業効
果の早期発現（地域の自立的発展、地域住民の生活安定・福祉向上等）が期
待できる。

離島振興法第４条第
10項、第11項

総務省、文部科学省、
厚生労働省、農林水産
省、経済産業省、国土
交通省、環境省

九州地方知
事会

北海道 ○離島振興計画の策定において、実務上行われている事前審査に多大な時間と労力を要している。（H25計画策定
時には、国協議に３か月を要している。また、都道府県は出先機関である総合振興局・振興局を通じての作業となる
ため、計画策定のための市町村の作業時間や、書類のやりとりに時間がかかる。）
○離島振興計画の策定において、実務上行われている、事前審査に多大な時間と労力を要している。（H25計画策定
時には、国協議に５か月を要している。）

154 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 マイナンバー制度に
おける情報連携（庁外
連携）に関する要件緩
和
（特別賃貸府営住宅
についても条例によ
り、公営住宅、特定優
良賃貸住宅と同様に
庁外連携を可能とす
る）

マイナンバー制度の独自利用事
務における情報連携（庁外連携）
に関し、独自利用事務として情
報連携を行う予定である特別賃
貸府営住宅についても、公営住
宅、特定優良賃貸住宅と同様に
庁外連携を可能とする。

【制度の概要】
　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第19条第7号に基
づく別表第二において、マイナンバーを利用できる事務及び当該事務を実施するに当たり入手で
きる特定個人情報（情報提供者含む）が規定されている。
　法定事務以外であっても、第9条第2項に基づき条例で規定する事務（独自利用事務）について
はマイナンバーを利用することができるとともに、同法第19条第14号に基づき情報連携（庁外連
携）を行うこともできる。
　その上で、情報連携（庁外連携）に関しては、特定個人情報保護委員会規則において、独自利
用事務及び入手する特定個人情報の範囲の要件を以下のとおり規定されている。
　１　事務の趣旨・目的と別表事務の根拠法令における趣旨・目的が同一
　２　事務に類似性が認められる
　３　情報提供者及び提供を求める特定個人情報等が別表事務と同一の範囲内

【支障事例】
　上記により、法別表第二の31の項「公営住宅法による公営住宅の管理に関する事務」に準ずる
事務については、独自利用事務として庁外連携を行うことは可能であるが、当該独自利用事務
は、公営住宅法に規定する「住宅に困窮する低額所得者」を対象としている（収入階層：月0～
214,000円）。
　本府においては、特別賃貸府営住宅（収入階層：月0～313,000円）を管理しているが、現在の
取扱では、上記低額所得者の階層世帯のみが独自利用の対象となり、同一団地であっても、世
帯によっては取扱に差異が生じる（214,000円を超える収入階層の世帯については、添付書類が
必要となる）。
　そのため、地方公共団体が管理する住宅全般（特別賃貸府営住宅）について、庁外連携が可
能となるよう、対象事務の緩和を求めるもの。
　なお、根拠法（特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律）が異なる特定公共賃貸住宅（収
入階層：月139,000円～487,000円）については、庁外連携が可能であることから、対象世帯にお
ける取扱に整合性が図れていない。

214,000円を超える収入階層の世帯についても添付書類が不要となり、利便
性を向上させることができる。また同一団地の入居者にかかる添付書類が同
一となり、住民の不公平感の解消につながる。

行政手続における特
定の個人を識別する
番号の利用等に関す
る法律第９条第２項、
第19条第7号、別表第
二 31の項

行政手続における特
定の個人を識別する
ための番号の利用等
に関する法律第19条
第14号に基づき同条
第7号に準ずるものと
して定める特定個人
情報の提供に関する
規則

内閣府、個人情報保護
委員会、総務省、国土
交通省

京都府、兵
庫県、和歌
山県、鳥取
県、徳島県

－ －

171 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

運輸・交通 移送ボランティア活動
に係る公共交通空白
地有償運送の登録要
件の緩和

地域公共交通会議で、バス停ま
での距離があるなど交通が不便
であると認められた地域におい
て、地域ボランティアが地域及び
対象者を限定して行う移
+C34:E34送サービスについて
は、公共交通空白地有償運送と
見なし、有償運送が可能となる
よう登録要件を緩和すること。

【現状】
自家用自動車は原則として、有償の運送の用に供してはならず、災害等の緊急を要する場合を
除き、例外的にこれを行うためには、過疎地有償運送や福祉有償運送など交通空白地域等で、
国の登録又は許可を受ける必要がある。地域ボランティアが行う外出支援活動等において、ガソ
リン代、道路使用料、駐車場代のみを収受する場合には許可が不要だが、運送（サービス）によ
る対価の支払いがあるものは、有償運送として道路運送法の許可が必要とされている。
【支障事例】
過疎地や交通空白地以外の地域においても、バス路線の便数が極端に少ない地域やバス停へ
の距離があるなど交通が不便な地域がある。こうした地域では、バス停まで歩くことが困難な高
齢者や重たい荷物を持って移動することが困難な高齢者を対象に、地域ボランティアによる移送
サービスを提供しており、こうしたサービスが高齢者の足代わりとなっている。高齢化が急激に進
む中、人口密度の低い地域や遠郊外では、買い物や医療等日常生活サービスの充足が徒歩圏
では難しくなることが想定されることから、地方自治体は、高齢者の孤立化の防止や地域コミュニ
ティの維持等の観点も踏まえ、交通需要に応じた公共交通ネットワークの構築に取り組んでおり、
こうした移送ボランティアは、公共交通ネットワークを補完するものと認識している。
 しかしながら、実費（ガソリン代、道路使用料、駐車場代）以外の金銭の収受が認められていな
いため、活動に必要な保険料や電話代等の事務経費などを徴収することができず、ボランティア
確保をはじめ活動の継続が厳しい状況になっている。

公共交通空白地有償運送に位置づけることにより、地域公共交通会議おいて
協議が行われるため、既存のタクシー事業者との合意を得ることができる。
有償運送が可能となることにより、継続した外出支援事業の実施が図ることが
できる。
対価を負担することによりサービスの提供を受ける高齢者が遠慮なく利用可
能となり、高齢者の孤立化の防止や見守りなど、地域コニュニティの維持・醸
成が可能となる。

道路運送法第７８条
（有償運送）
道路運送法における
登録又は許可を要し
ない運送の様態につ
いて（平成18年9月29
日自動車交通局旅客
課長）

国土交通省 兵庫県、三
田市、滋賀
県、和歌山
県、鳥取県

鹿角市、
袖ヶ浦市、
八王子市

○公共交通空白地有償運送の登録制度における運送主体は、社会福祉法人、ＮＰＯ法人などの非営利団体が認め
られているが、過疎が進む山間地では、NPO法人等団体を組織する及び維持することさえ困難な地域も発生してい
る。
○路線バスの撤退や、元々バス停までの距離がある地域、丘陵団地においては騒音・安全性の理由により路線バス
の経路追加出来なかったが高齢化により移動が困難になった等の理由により、交通空白地域が点在している。地域
循環バスや地域交通事業などでカバーしている地域もあるが、地域によっては、地域ボランティアによる対象者を限
定して行う移送サービスを希望している。ボランティア実施者が活動に必要な経費を確保できず継続に支障をきたし
ているケースもあり、希望する地域への継続的な運行を行うためには、移送ボランティア活動に係る公共交通空白地
有償運送の登録要件の緩和は、当市としても必要と判断している。
○本市には、バス路線（フィーダー系統）から２～３ｋｍ程度離れ、タクシー事業者の営業所等もなく、移動手段の確保
が困難な地域が点在している。現行の法制度では、この地域が公共交通空白地と判断されるか不明であるため、客
観的に交通が不便であると認められる地域については、公共交通空白地有償運送が可能となるよう、登録要件を緩
和すべきである。
○交通空白地域において、高齢化が進み自家用自動車を持たない交通弱者は、地域のボランティアによる外出支援
を一層必要としている。本市において、ＮＰＯ団体により実施されている外出支援を含む生活支援サービスは、上記
のような理由から、年々利用者が増加しており、地域に無くてはならない存在となっている。しかしながら、一番需要
の高い外出支援については、実費（ガソリン代等）以外の金銭の収受が認められていないことから、活動に必要な保
険料や電話代等の事務経費などは徴収することができず、採算面で自立が難しい状況である。また、そのような経営
上の問題から、提供側のボランティア確保をはじめ活動の継続が厳しい状況になっており、地域の認定を受けること
により、有償運送が可能となるような登録要件の緩和が必要となっている。

【制度改正の必要性】
　観光による地方創生を進め、旅行者の広域化・多様化するニーズに応えるためには、地域の観
光資源を基にした旅行商品や多様な広域観光周遊ルートを創設することが必要であり、地域の
観光資源を熟知した地元の中小旅行業者による募集型企画旅行の創出を促進することが必要。
　県内の中小旅行業者は第3種旅行業者である場合が多いが、第3種旅行業者による募集型企
画旅行の実施区域は、旅行業法施行規則第1条の2により、営業所の存する市町村及び隣接す
る市町村」に限定されている。広域周遊旅行に取り組みたいとの思いがあっても、国内の募集型
企画旅行を実施範囲とする第2種旅行業者への登録変更は、営業保証金や基準資産の面で負
担が大きい。

【支障事例】
　本県では、関西広域観光周遊ルート「美の伝説」や山陰広域観光周遊ルートの提案により、観
光地をネットワーク化し、エリアへの誘客とエリア内での滞在時間延長を進めることとしているが、
第3種旅行業者では、隠岐ジオパーク （島根県）、山陰海岸ジオパーク（兵庫県、京都府）等を素
材とした広域圏の商品造成ができない。
　現在、鳥取県東部（鳥取市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町）及び兵庫県北但西部（香美町、
新温泉町）においては、日本版ＤＭＯ候補法人に登録された鳥取・因幡観光ネットワーク協議会
を中心に広域連携が検討されている。同協議会の構成団体である鳥取市観光コンベンション協
会が第3種旅行業の登録を行っているが、同協会が所在する鳥取市は香美町と隣接していない
ため、香美町が実施区域外となる。市町村の位置関係によって、連携市町村の全地域を含む旅
行商品の造成ができない事例が発生することは不合理である。
　
【規制緩和を行った場合の懸念】
　実施区域の拡大により、事業者の弁済能力の範囲を超えるおそれがあり、消費者保護が図ら
れないとの指摘が想定されるが、第3種旅行業者であっても、受注型企画旅行等において既に他
都道府県における実績があり、旅行先に対する知識・経験等は第2種旅行業者と同様に有してい
る場合も多く、隣接都道府県における旅行であっても各地域の事業者と連携を図ることができる。

現行の第3種旅行業では、募集
型企画旅行の実施区域は、営業
所が所在する市町村と隣接する
市町村等の区域だが、これを隣
接都道府県まで拡大する。

第3種旅行業が取り扱
う募集型企画旅行の
実施区域の拡大

運輸・交通Ｂ　地方に対す
る規制緩和

137 ○本県では知事登録旅行業者のおよそ７割が第３種旅行業者である。第３種旅行業者の取り扱う募集型企画旅行の
実施区域が限られていることから、地域の観光資源を有効に活用し、地域ならではの文化や産業に触れられる着地
型観光プログラムの商品化が進んでいない。本県の特色である産業観光や武将観光などは、近隣県との周遊によ
り、より多様性と魅力を持った商品造成が可能となる。
○本県でも地域の観光資源を基にした多様な広域観光周遊ルートの創設に取り組んでいるが、県内の中小旅行業
者は同様に第３種旅行業者が多く、登録種別の変更は年数件ほどである。このため、着地型旅行を推進するため第
３種旅行業者のエリアの拡大は有効であると考える。
○地域を熟知した中小旅行業者等（観光協会、NPOなどを含む）が地元の観光資源を生かした着地型旅行商品の企
画・造成・販売に直接参入することが重要であるが、こうした中小旅行業者等は第３種旅行業登録を取得する者が多
く、旅行業法の現行制度では、第３種旅行業者自らが募集型企画旅行を実施できる区域が制限されていることから、
地域独自の魅力を生かした着地型旅行商品づくりの障壁となっている。
○本県においても、例えば営業所が本土にある旅行会社が、しまなみ海道エリアにおいて航路で結ばれた島を対象
として募集型企画旅行を実施しようとしても、実施区域が限定されていることから、広域的な旅行商品の造成ができな
い事例がある。

　国土交通省が推進する「広域観光周遊ルート」を活用した旅行商品を取り扱
う事業者に、地域に根差した中小の旅行業者が参入することにより、事業者
の競争力が強化され、旅行の提供機会の充実、旅行者が選択の幅の拡大を
図ることができる。
　また、訪日外国人旅行者を含めた交流人口及び消費の拡大、雇用の創出
等につながり、観光立国の実現とともに地方創生、地域の活性化にも資する。

旅行業法施行規則第
1条の2第3号

国土交通省 鳥取県、中
国地方知事
会、兵庫
県、和歌山
県、徳島県

北海道、埼
玉県、愛知
県、鳥取
市、愛媛県
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174 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 公営住宅の地域対応
活用にかかる期間の
緩和について

公営住宅をUIJターン者向け住
宅に活用できる地域対応活用に
ついて、通知により活用できる期
間が原則１年間とされていること
から、事業主体が地域の実情に
応じて弾力的な活用期間を設定
できるよう緩和すること。

【現状】
住宅の多様な需要に対応するため、本来の入居対象者の入居が阻害されない範囲で地域の実
情に応じた対応を行う「地域対応活用」の実施が認められているが、地域対応活用を実施できる
期間は通知により原則として１年以内で設定することとされている。
【支障事例】
国を挙げて「地方創生」に取り組む中、本県も地域創生戦略を策定し、長期にわたる施策として、
各市町の定住支援施策等と連携しながら、一定の県営住宅で継続的に地域対応活用を実施した
いと考えているが、原則１年以内の期間となっており、地域創生戦略の計画期間（５年間）を通じ
た継続的な事業展開ができない状況にある。
既に地域対応活用を実施している県内の市では活用団地等に変更が無い場合でも承認申請を
毎年行わざるを得なくなっており、「事務的に手間がかかる」、「既存公営住宅のストックの有効活
用の点から、地域で活用期間を定めたい」との意見がある。

地域対応活用の活用期間に係る制限を緩和することで、承認申請を数年ごと
に行うことも可能となり、手続の簡素化が図られるとともに、公営住宅ストック
の有効活用にもつながる。

「公営住宅の地域対
応活用について」
（H21.2.27国住備第
117号国土交通省住
宅局長通知）

国土交通省 兵庫県、豊
岡市、滋賀
県、和歌山
県、鳥取
県、徳島県

－ －

190 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土地利用（農地除く） 生産緑地地区指定の
面積要件の要件緩和

自己都合によらず現行の生産緑
地地区の面積要件を満たさなく
なった場合でも、生産緑地地区
としての優遇措置を受けられる
よう、下限面積や解除要件の緩
和・条例委任等、地域の実情を
考慮した特例の設定

【現状】
平成27年4月に都市農業振興基本法が成立。平成28年5月に策定された都市農業振興基本計画
においても、生産緑地に関し、500㎡未満の農地やいわゆる「道連れ解除」への対応の必要性が
明記されるなど、都市農業の振興、多面的機能の発揮が求められている。
【支障事例】
本県では、平成26年度9件（約2,000㎡）、平成27年度4件（約800㎡）が自己都合によらず生産緑
地を解除されている。例えば、複数人で１団の生産緑地の認定を受けていたが、そのうち１名が
死亡した。しかし、その者には農業の後継者がおらず、その農地を手放すことととなったため、全
体として緑地面積が500㎡を満たさなくなり、残りの者は農業を継続したいにも関わらず生産緑地
の指定は「道連れ解除」となった。
また、公共事業用地として収用され、生産緑地地区の面積要件が満たさなくなった場合でも、生
産緑地地区の面積要件を欠いているとされ、生産緑地地区の指定が解除される。

意欲ある農業者が営農を継続できるだけでなく、都市における農地の減少が
緩和されることから、雨水貯留などの防災効果やヒートアイランド対策、環境
学習体験の場としての活用など、農地の多面的な効用を享受することができ
る。

生産緑地法第3条 国土交通省 兵庫県、京
都府、和歌
山県、京都
市、堺市

練馬区、横
浜市、名古
屋市、伊丹
市

○本市でも同様の事例があり、平成27年度は17件（約4,480㎡）あった。
○実際に解除に至った事例はないが、身体的不都合により買取り申出を検討していた生産緑地の主たる従事者が、
隣接する生産緑地の従事者から「道連れ解除」の同意が得られないため、買取り申出を断念するケースがあった。
○当初指定の平成4年以降、計12件（約0.35ha）の道づれ解除が発生している
○本市においても、自己都合によらない道連れ廃止は、平成26年度に２件（約400㎡）、平成27年度に２件（約700㎡）
ある。特に、公共施設の設置に伴う道連れ廃止については、下限面積の引き下げの必要性を感じている。
○本区においても、複数人で１団の生産緑地の認定を受けている農地があり、相続発生時等に道連れ解除が発生す
る可能性がある。
　平成12年には生産緑地の認定を受けているA所有の農地が道路買収により、分断された。片側の農地が面積要件
の500㎡を下回ることとなったが、その農地に隣接するB所有の生産緑地と合わせて1団の生産緑地として指定できた
ため道連れ解除は回避された。しかし、平成23年度にはBに相続が発生し生産緑地の解除をした結果、A所有の生産
緑地は面積要件を欠くこととなり生産緑地ではなくなってしまった。
　都市農地は、安全で新鮮な農産物の生産に加え、防災、食育など多様な機能を有しており、都市生活に必要不可
欠なものである。本区は、市街化区域内農地をもつ都内38の区市町で構成される都市農地保全推進自治体協議会
の会長区として、他の自治体と連携し、都市農地の保全に向けた制度改正等を国へ要望するなどの活動を行ってお
り、平成27年10月に農林水産省、11月に国土交通省へ次の内容を含む要望を提出している。
≪要望内容≫
１　現在500㎡以上としている生産緑地地区の面積要件について、基礎自治体が自ら設定できるよう法制度を見直す
こと。
２　小面積の農地をまとめて一団で指定された生産緑地の一部が相続等により指定解除され、残された生産緑地が
下限面積を下回った場合について、道連れ削除を行わないよう法制度を見直すこと。

相続財産管理人制度にとらわれない円滑な相続財産の国又は略式代執行を
行った地方公共団体への帰属手続を確立することにより、空家除却後の跡地
の適正管理や有効利用に資するものである。

民法第239条第２項
（無主物の帰属）
民法第959条（残余財
産の国庫への帰属）
（空家等対策の推進に
関する特別措置法第
14条第10項（略式代
執行））

総務省、法務省、国土
交通省

日高市、練
馬区、湯沢
市、金沢
市、伊豆の
国市、八尾
市、門真
市、延岡市

○　高齢化の進展、人口減少に伴い、本市においても相続放棄され、所有者不存在となる土地、家屋が増加しつつ
ある。相続放棄され所有者不存在となった土地家屋は、安定した税収が見込める固定資産税にも深刻な影響を与え
続けることとなり、早急に対処する必要があるが、現行では、相続財産管理人の選任や報酬の支払い等相当の手間
と費用が発生すること、手続の開始から国庫への帰属までの期間が長期に及ぶこと等から迅速な対応への支障と
なっている。所有者不存在となった相続財産の簡易的帰属手続を確立することで、資産価値を失いつつある財産の
有効活用が図られる。
○　所有者等が不在の空家について、相続財産管理人制度を利用し、建物及び跡地処分を行った事例あり。弁護士
との調整、跡地の処分等の問題を解決するのに相当の時間がかかった。跡地の購入者が見つかったため解決に
至ったが、見つからない場合等は同様の支障が生じる恐れがある。
○　所有者が不明であっても倒壊等のおそれがある場合等には、市として略式代執行せざるを得ないことがあり得る
が、危険な建物を取り壊したあとにも、当該土地の所有者不明の問題は残り、土地利用について滞ってしまう。これに
対し、別途、相続財産管理人制度等によりこれを解決するのではなく、関連する問題として、空家等対策特別措置法
により、当該地を地方公共団体等へ帰属できるようにするなど、跡地問題も含めた制度改正を求める。
○　本市の事例は、２軒長屋の１軒が法定相続人のいない空家となっており、現在は管理不良な状態にはなっていな
い。また長屋で１件は居住者がいるため、特別措置法の対象とはならず、本市の条例に基づいて処置を行っている
が、状態の変化を定期的に確認する事しか出来ない状態である。その上で、特別措置法や条例以外の法による措置
を考えた場合、民法に基づき、相続財産管理人を選任の上、国庫帰属の手続きを取る事となるが、隣家と切り離して
戸建を建設する事は土地の面積を考慮すれば、困難であり、実際問題としては国庫帰属も難しいと思われる。このよ
うな場合で、隣家の所有者が購入の意思がある場合や、地元での集会所利用などの意向がある場合は、地方自治
体へ帰属し、処置を行う方が有効な場合があると考える。
○　本市においても、所有者が失踪し、行方不明になっている危険空き家の対応に苦慮している案件があるほか、現
在、指導を継続している危険空き家の中には、現所有者に相続人となる者がいない物件も存在している。今後、この
ように所有者等が存在しない危険空き家が増加し、必然的に略式代執行に至る案件も増えていくことが想定される
が、除却後の跡地の処分について、財産管理人制度では、その費用負担や財産管理期間の長期化などの課題があ
り、市が直接かつ容易に危険空き家を除却することが困難になる一因となっている。このため、略式代執行後の跡地
について、財産管理人を選任することなく、国又は当該略式代執行を行った地方公共団体に帰属させることができる
よう空家等対策の推進に関する特別措置法に規定することを求める。
○　例えば、土地と建物の所有者が異なる場合も考えられるため、様々な状況を想定した上で規定することが望まし
い。
○　所有者を特定できずに、措置できない。また、市で代執行するにも請求先がなく、税金からの持ち出しとなるため
市の負担になるため、対応できずにいる。相続人の全てが放棄の意思表示をしている案件が既に発生しており、その
対応に苦慮している。建物が除去できたとしても土地の処分に時間と費用がかかる状態では、除去等の執行を決断
する際に支障にとなる。
○　所有者等が不在の空家について、相続財産管理人制度を利用し、建物及び跡地処分を行った事例あり。弁護士
との調整、跡地の処分等の問題を解決するのに相当の時間がかかった。跡地の購入者が見つかったため解決に
至ったが、見つからない場合等は同様の支障が生じる恐れがある。

兵庫県、洲
本市、和歌
山県、徳島
県、堺市

173 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 所有者等が不存在の
空家等の跡地処分に
おける手続きの簡素
化

所有者等が不存在の空家等を
略式代執行した際の跡地処分に
ついて、略式代執行を行う際に
不動産登記簿情報等による特定
や相当の期限を定め公告を行う
ことから、相続人不存在とみな
し、相続財産管理人を選任する
ことなく、国又は略式代執行を
行った地方公共団体に帰属でき
るよう、略式代執行後の跡地処
分について空家等対策特別措
置法に規定すること。

【現状】
相続人の不存在等により空家の所有者を確知できない場合は、空家等対策の推進に関する特
別措置法（以下、空家等対策特別措置法）第14条第10項の規定に基づき、当該空家を略式代執
行により除却することができる。一方、空家等対策特別措置法における「空家等」の定義には、建
物の敷地も含まれているにも関わらず、略式代執行を行った後の跡地処分についての規定がな
い。そのため民法第951条から第959条までの規定に従い、相続財産管理人の選任を申し立て、
特別縁故者等の捜索の後、国庫に帰属させる等一般法の規定に服することになる。
【支障事例】
少子高齢化の進展に伴い、所有者のいない不動産が増加することが見込まれる中、跡地処分に
当たって、相続財産管理人の選任や報酬の支払い等相当の手間と費用が発生すること、手続の
開始から国庫への帰属までの期間が長期に及ぶこと等が、空家問題の簡易迅速な解決への支
障となっている。
洲本市では、危険な空家の略式代執行を行う予定だが、跡地処分については相続財産管理人
の選任等に費用がかかるうえ、1年以上の期間を要することから二の足を踏んでいる。

総務省、国土交通省空家等対策の推進に
関する特別措置法（空
家法）第２条

H25住宅・土地統計調査では、近畿大都市圏の空き家のうち、長屋建は約
11.9万戸であり、腐朽・破損ありの空き家は半数の約６万戸となっており、今後
このような問題が拡大することが想定されるが、法の対象が拡大することで、
長屋等の空き家に対しても調査・指導が可能となる。その結果、全ての空き家
に対して一律の対策を講じることで、住みよい環境が確保できる。

172 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 空家等対策の推進に
関する特別措置法の
対象の拡大

管理不全となっている長屋や共
同住宅でも、一部に居住実態が
あれば、空家等対策の推進に関
する特別措置法の対象とならな
いことから、法の対象を拡大する
こと。
B35:E36G41C35:E36A35:E36

【現状】
空家等対策の推進に関する特別措置法（以下、空家等対策特別措置法）第２条において、対象と
なる空き家は「建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないこ
とが常態であるもの」とされ一棟の建築物として判断するため、長屋や共同住宅の一部に空き家
があってもその他に居住や使用実態があれば空家等対策特別措置法の対象とならない。そのた
め、法第９条第２項に基づく立入調査、法第10条に基づく固定資産税情報の利用ができず所有
者等の特定が困難であり、また、法第14条に基づく助言又は指導、勧告、命令等はもとより、行
政指導すら行うことが出来ない。
【支障事例】
本県内でも、４戸が壁を共有した長屋建の建築物について、空き家になっている住宅（住戸）の一
部が崩れ保安上危険となるおそれのある状態になっているが、他の住戸に居住者がいるため特
措法の対象とならず、法に基づく措置ができず対応に苦慮している事例がある。当該長屋の所在
市は条例を制定し指導を行っているが、条例による指導には、税制上の措置（固定資産税等の
住宅用地特例）がないことから、その効果が限定的となっている。
長屋でも所有者が複数人で分かれているケースもあり、相続等により所有者がすぐに判明しない
ケースもあり得るが、個人情報である課税情報等の利用には条例でなく法への明記が必要であ
ること、建物の是正命令は建築基準法でも行うことは可能であるが、防災、衛生等生活環境保全
の観点からの指導等は法の趣旨を鑑み空家等対策特別措置法にて行うことが適切であることか
ら、法改正が必要と考える。

○　当該建築物は、壁を共有し２戸に分かれた長屋建ての建築物のうえに所有権が２つに分かれている。空き家と
なっている住戸の一部が崩れ保安上危険となるおそれのある状態になっているが、他の住戸に居住者がいるため特
措法の対象とならない。また、空き家の所有者が死亡し相続等で権利関係が複雑化している。条例を制定し指導を
行っているが、条例には、税制上の措置や略式代執行がないことから、その効果が限定的である。
○　市民から寄せられる管理不全な建築物の相談の多くは、長屋住宅に対するものであり、また、それらの長屋住宅
は所有区分されているものが大半である。しかし、1戸でも利用があれば、空家等対策の推進に関する特別措置法に
基づく空家等ではないとのことにより、同法第10条に基づく固定資産税情報の利用ができず、また、同法に基づく指導
等が行えないため支障をきたしている。仮に、区分所有の長屋住宅が全て空家であり、当該長屋の１戸のみが管理
不全であった場合でも、同法に基づく指導では、長屋住宅の全ての区分所有者に対して行うことと解説されている
が、適正に維持管理されている所有者に対しても指導することとなり、同法第14条に基づく勧告を行えば、住宅用地
に係る課の特例措置の対象から除外されることから、混乱が生じる恐れがある。これらのことから、長屋等で区分所
有が可能な建築物の場合には、それらの区分ごとで同法の適用が可能となるよう制度改正を求める。
○　本市は、建築基準法に基づき危険箇所の改善の指導ができる特定行政庁であることから、これまで一部が使用
されている長屋建て住宅や共同住宅である老朽危険家屋に対する指導を行ってきました。しかしながら、提案のとお
り法の対象を拡大することで、建築基準法ではできない課税情報等の利用が可能となり、一部が使用されている老朽
長屋等の調査・指導が取り組みやすくなるため、提案に賛同致します。
○　長屋住宅は一部の壁や母屋、屋根を共有しているため、空家となり老朽化した部分からの雨漏りなどが、隣家に
直接影響を与える事が問題となっており、本市においても、土地と建物合せて住戸毎に所有権が分かれている長屋
が空家となり、一部屋根が崩れている状態となっている物件が多々あり、条例に基づいて指導を行っているところで
ある。そのような状況の中、分譲長屋の一住戸の所有者が、自己所有の敷地において建て替えを望んだとしても、解
体により、老朽化した隣家の空家の崩壊を誘発する可能性がある事から、対応出来ない状態になっている場合があ
り、やむを得ず引っ越しを行った所有者もおり、状況によっては戸建の空家よりも問題が深刻化する場合がある。した
がって、賃貸長屋の場合は現状の特別措置法に基づく考え方で問題は無いが、所有権の分かれている分譲長屋に
ついては、相隣関係に基づく民民間の問題と捉えることも出来るが、本市の例にあるように空き住戸を逆に増やす結
果となる可能性もある事から、特別措置法を適用出来るよう、法改正が必要と考える。
○　市民は、一部に居住者がいる長屋が特措法の対象外であることを知らないため、当市においても、一部に居住者
がいる長屋に対する相談が寄せられており、対応に苦慮している。中には、倒壊のおそれがある長屋もあることから、
対象の拡大は望ましいと考える。
○　本市においても、長屋建ての建築物について、空き住戸部分が著しく破損し、近隣住民から安全の確保を要請さ
れている案件が複数あるが、当該空き住戸以外の住戸に居住者が存在する場合には、空家等対策の推進に関する
特別措置法（以下「特措法」という。）の対象とならないため、不動産登記情報により空き住戸の所有者が判明しない
ときでも固定資産税課税情報が利用できず、所有者の特定にも苦慮する状況になっている。また、当該空き住戸の所
有者を確知できたとしても、当該空き住戸の所有者に対しては特措法による措置を行うことができないため、その是
正に向けて市が実施できることは限定的なものにならざるを得ない。このため、一部に居住実態がある長屋建て建築
物や共同住宅についても特措法の対象となるよう「空家等」の範囲を拡大する改正を行うことを求める。
○　本市においても、長屋住宅(２戸)の１戸が著しく危険な状態で、１戸が居住しているものがあります。居住している
方が、生活や生命を脅かす可能性のある状態は好ましいものではないと考えていますが、空家等対策の推進に関す
る特別措置法の適用外となり対応に苦慮しています。
○　本市においても区分所有された３軒長屋が存在し、うち１軒に居住者がおり残り２軒が空き家となっている。このう
ち１軒の空き家について、屋根が一部倒壊し、室内には雑草が繁茂し、害虫の発生のみならず、小動物も棲み着いて
おり、近隣住民からの苦情も何度もあっている。しかし、この所有者は、行政からのお願いにも聞く耳を持たない。「空
家等対策の推進に関する特別措置法」を適用し、助言・指導、勧告、命令と対処することができないため、今後の対
応に苦慮している。本事案及び今後でてくる可能性のある同様の事案について、ほかの空き家同様に行政として適
切な対処をすべく、特措法の改正が必要であると考えた。

新宿区、金
沢市、春日
井市、門真
市、伊丹
市、岡山
県、北九州
市、大村市

兵庫県、滋
賀県、大阪
府、和歌山
県、鳥取
県、徳島
県、京都
市、大阪
市、堺市、
関西広域連
合
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制度の所管・関係府省庁
＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

管理
番号

区分

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等）
根拠法令等

分野

197 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 戸建住宅を宿泊施設
として利用するための
規制緩和（用途変更
における規制緩和）

　（1）空き家を宿泊施設として旅
館業を営む際，家族などの特定
の１グループで，10人以下など
少人数への１棟貸（住宅の規模
が２階以下かつ300㎡未満）を行
う場合は，住宅とみなして建築基
準法を適用することとし，ホテ
ル・旅館への用途変更を不要と
すること。

　（2）（1）の対応ができない場
合，ホテル・旅館の規制につい
て，戸建住宅と同様の規制に緩
和すること。
【規制緩和を提案する規定】
①界壁・間仕切壁
②排煙設備の設置
③内装制限
④屋内階段の寸法

　なお，法施行前の建物は，既
存のまま宿泊施設として利用で
きるようにすること。

【支障事例】
　本県では，観光客を県内に宿泊させるため，日本家屋の空き家を宿泊施設として有効活用する
ことが必要と考えている。空き家をホテル・旅館に用途変更する場合，建築基準法に定める基準
を満たす必要があるが，古民家などの空き家が持つ魅力の低減や修繕による事業者負担につな
がっており，空き家の宿泊施設としての利用が進んでいない。

【制度改正の必要性】
　不特定多数が宿泊する大規模なホテル・旅館とは異なり，家族や友人など
の特定の１グループで10人以下の少人数のグループに対して１棟貸（２階以
下かつ300㎡未満）を行うような事業を想定している。実態としては，家族の実
家に帰省して宿泊する場合など一般の住宅に宿泊する場合と同様であり，そ
の性能・用途は住宅と同等と思われる。これは国内外からの誘客促進，観光
地としての魅力向上，宿泊施設不足や空き家の有効活用を推進するものであ
る。
ただし，安全性確保のため，避難経路での非常用照明の設置（※），屋内階段
の両側に手すりの設置を条件とする。

（1）建築基準法別表
第２，建築基準法第87
条

(2)①建築基準法第26
条，建築基準法施行
令第114条

(2)②建築基準法第35
条，建築基準法施行
令第126条の2

(2)③建築基準法第35
条の2，建築基準法施
行令第128条の4，第
129条

(2)④建築基準法第36
条，建築基準法施行
令第23条

※建築基準法第35
条，建築基準法施行
令第126条の4

国土交通省 広島県 鹿角市、徳
島県、愛媛
県

○本県においては、利用予定のない空き家が住宅戸数の約１割を占めており、この課題に対応するため、２Ｆ以下３０
０㎡未満の戸建ての空き家を旅館等に用途変更する際の規制緩和は有効と考える。
○市内で一時期部屋貸の民泊を営まれた実績は存在しますが、採算面で現在廃業をされています。
　現在本市には、ホテルが４軒、ビジネスホテルが2軒、旅館が２軒、簡易宿泊施設が１軒の計9軒の宿泊施設が営業
されており、他に宿泊可能な多目的活動施設が1箇所ありますが、地域まつりなどのイベント時を満室の状態です。
　民泊については今後の検討課題と考えています。
○空き家オーナーからは宿泊施設として活用してほしいという要望があるが，建築基準法の基準を満たすためには
設備投資によるコストと手続きに時間を要し，支障がある。
　例えば，古い日本家屋の場合，階段の勾配は，現行の旅館の基準に合致していない物件も多く，勾配を確保するた
め部屋を潰して階段にする，物件としてあきらめる，といった事例があり，魅力的な古民家でありながら，宿泊施設と
して活用できていない事例がある。
　また，内装制限については，準不燃性能等の壁紙での対応が可能であるが，古民家としての魅力が減少するおそ
れがある。使用方法にも着目した検討が必要である。
○100㎡以上の戸建住宅を移住・交流のための簡易宿泊所（ゲストハウス）として改修する計画があり、古民家の魅
力を活かすためにも、必要最低限の改修とする等の規制緩和が必要である。

198 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 戸建住宅を宿泊施設
として利用するための
規制緩和（用途変更
の確認申請手続きの
緩和）

　空き家を住宅のまま宿泊施設
として利用できない場合，住宅か
らホテル・旅館への用途変更の
確認申請について，現行の100
㎡から300㎡に緩和するととも
に，300㎡以下の建物について
は，旅館業法の許可申請時に提
出する申請書により，法令審査
を行う。

【支障事例】
　用途変更の申請においては，設計図等の提出が求められており，事業者に手続き上の負担が
生じている。
　また，用途変更が100㎡を超える建物が対象となることから，実態として，100㎡を超える空き家
の利用が進んでいない。

【制度改正の必要性】
　300㎡以内の建物については，用途変更の確認申請を不要とし，旅館業法
の許可申請時に提出する申請書（図面等を含む）により法令審査を行うことと
し，手続きと提出書類が簡素化され，事業者の負担軽減につながる。
　また，100㎡を超える空き家の利用が進み，空き家の宿泊施設としての利用
を促進し，国内外からの誘客促進，観光地としての魅力向上，宿泊施設不足
や空き家問題に対する取組の推進につながる。

建築基準法第87条 国土交通省 広島県 徳島県、愛
媛県

○本県においては、利用予定のない空き家が住宅戸数の約１割を占めており、この課題に対応するため、300㎡未満
の戸建ての空き家を旅館等に用途変更時の確認申請を不要にすれば空き家の有効活用が促進される。
○市内で一時期部屋貸の民泊を営まれた実績は存在しますが、採算面で現在廃業をされています。
　現在本市には、ホテルが４軒、ビジネスホテルが２軒、旅館が２軒、簡易宿泊施設が１軒の計９軒の宿泊施設が営
業されており、他に宿泊可能な多目的活動施設が1箇所ありますが、地域まつりなどのイベント時を満室の状態です。
　民泊については今後の検討課題と考えています。

199 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 戸建住宅を宿泊施設
として利用するための
規制緩和（（1）特定行
政庁が都市計画法上
のホテル・旅館の建築
制限のある用途地域
に建築を許可する際
の基準の明確化，（2）
特別用途地域内でホ
テル・旅館の建築を可
能とする条例制定の
際の大臣同意の廃
止）

　空き家を住宅のまま宿泊施設
として利用できない場合，（1）特
定行政庁が都市計画法上のホ
テル・旅館の建築制限のある用
途地域に建築を許可する際の基
準の明確化を求める，（2）都市
計画法上の特別用途地域内で
ホテル・旅館の建築を可能とす
る条例の制定時には，国土交通
大臣の承認が必要であることか
ら，同意を要しない協議に緩和
する。

【支障事例】
(1)規制改革会議の第4次答申では，ホテル・旅館の建築制限のある用途地域において，民泊
サービスの実施を可能とする方向で検討することとしている。今後，ホテル・旅館の建築制限のあ
る用途地域において，民泊サービスのほか，空き家をホテル・旅館とする事例の増加が予想され
る。
(2)特別用途地域内で規制を緩和する条例を制定する場合，大臣の承認が必要であり，承認に
は，下協議に6か月，事前協議に3か月，承認申請に3か月要しており，地方側の負担となってい
る。

【制度改正の必要性】
(1)今後，ホテル・旅館の建築制限のある用途地域における建築の許可基準を
明確化，公表することにより，事務の円滑かつ効率的な運用が期待される。
(2)承認から同意を要しない協議とすることにより，事務負担の軽減，事務処理
の迅速化が期待できる。
　なお，都市計画を策定する際に国土交通大臣の同意を得ていることから，大
臣の承認ではなく同意を要しない協議で十分と考える。

(1)建築基準法第48条
(2)建築基準法第49条

国土交通省 広島県 徳島県、愛
媛県

○宿泊施設へ立地規制がかかる用途地域においても、空き家は多数存在しており、基準を明確にし、許可可能とな
ることにより空き家利活用の選択肢が広がる。
○市内で一時期部屋貸の民泊を営まれた実績は存在しますが、採算面で現在廃業をされています。
　現在本市には、ホテルが４軒、ビジネスホテルが２軒、旅館が２軒、簡易宿泊施設が１軒の計９軒の宿泊施設が営
業されており、他に宿泊可能な多目的活動施設が1箇所ありますが、地域まつりなどのイベント時を満室の状態です。
　民泊については今後の検討課題と考えています。
○ホテル・旅館の建築制限のある用途地域における建築の許可基準を明確化し、公表することは、必要と考える。
※旅館業法に基づく旅館業の許可の基準に関しては、上記の地域的規制を前提とした上で、申請物件ごとに許可の
適否を判断する。

216 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

環境・衛生 「道の駅」等道路空間
設置型水素ステーショ
ン実現のための規制
緩和

「道の駅」等の道路空間に設置
する水素ステーションを、道路法
第32条第1項第1号の「その他こ
れらに類する工作物」の占用許
可対象物件とすること。

本県では平成27年10月に「徳島県水素グリッド構想」を策定し、県として水素ステーションの普及
促進を推進しているところである。
道路利用者が気軽に立ち寄ることができ、県下に広がる「道の駅」等の道路空間への設置を促す
ことで、水素ステーションの普及につながることが期待できるが、現在、道路法第32条の占用許
可対象物件とはなっていないため、「道の駅」等の道路区域に設置することができない。

「道の駅」等の道路空間へ設置が可能となることにより、水素ステーションの普
及促進が期待できる。

道路法32条
道路法施行令第7条

経済産業省、国土交通
省

徳島県、滋
賀県、兵庫
県、鳥取
県、京都市

宮城県、長
崎県

○　FCVの普及のためには，商用水素ステーションの整備が不可欠であるが，その整備に当たっては，道の駅をはじ
め，より多くの自動車が利用する様々な場所にも整備されるよう，規制緩和を積極に進めることが必要である。

222 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

運輸・交通 過疎地域及びそれに
類する地域（以下、
「過疎地域等」という）
における「二次交通」
確保のため道路運送
法の規制緩和

バス・タクシー等の既存交通事
業者が十分に存在しない場合な
ど、一定要件のもと、自家用有
償旅客運送の実施主体に地方
公共団体の要請を受けた旅館
事業者等の民間事業者を加える
こと。

　現行法上、道路運送法（78条）において、自家用有償運送の実施主体は、市町村、NPO法人、
社会福祉法人、商工会議所等（以下、「準公的団体」という。）に限られているが、過疎化地域等
においては、公共交通機関が十分でない地域も多く、観光誘客上の「二次交通」の確保が観光誘
客上の課題となっている。
一般の旅行者からの声もあり、また、現状の非営利団体（NPO法人等）だけの運送では、不十分
となっている。過疎地域等においては、人的制約及び距離的制約などから、対応可能な準公的
団体も少なく、制度が十分に活用できていない。

自家用有償運送に対応可能な準公的団体が存在しない地域においても、観
光誘客上の「二次交通」の確保につながる。

道路運送法第78条、
同法施行令第48,49条

国土交通省 徳島県、滋
賀県、兵庫
県、和歌山
県、鳥取県

鹿角市、美
馬市

○中心市街地から離れた地域では旅館等が自らの営業のため送迎バスを運行している例が見られるが、こうした地
域では、バスの便数が少ない、タクシー事業者の営業所が無いなど、移動手段が確保できない場合が多い。旅館等
も登録可能になることで、二次交通及び生活に関する移動手段の確保に繋がる。
○本市は自家用車による移動が主流であり、公共交通機関としてJRの駅があるが駅を降りてからの交通手段が徒
歩、タクシーに限られるのが現状である。市内宿泊業者も、予約段階で送迎途中に観光地へ立ち寄れるか等の問い
合わせもいただくが、できない旨を伝えると、予約に結びつかないケースがあったとの話を聞く。規制緩和が進めば、
観光誘客上の「二次交通」の確保につながり、本市の課題である通過型観光地から滞在型観光に向けた商品開発に
結びつくと考えられる。
○平成27年４月１日付の道路運送法施行規則の改正により、自家用有償旅客運送の実施主体として「権利能力なき
社団」も認められ、観光関係の協議会等も自家用有償旅客運送の実施主体となることが可能になった。観光関係の
協議会等が存在しない場合には、旅館事業者等民間事業者が観光客向けの移送サービスの担い手となることも、地
域の活性化に向けた公共交通網を形成するうえで必要となってくる可能性はあるが、いずれにせよ、既存の交通事
業者が担う部分と自家用有償旅客運送で担う部分の役割分担について、市町村が主体となって調整し、地域公共交
通会議等の場で議論したうえで、双方納得する形で明確化する必要があると考える。

229 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

運輸・交通 道路運送法における
登録又は許可を要し
ない運送態様の規制
緩和

平成18年９月29日発出の自動
車交通局旅客課長から事務連
絡、同通知１（３）で、ボランティア
活動における送迎行為等を前提
に「運送目的、運送主体にかか
わらず、自動車の実際の運行に
要するガソリン代等のサービス
提供を受ける者が支払う場合
は、社会通念上、通常は登録を
要しないと解される」とある。市
町村の事業で、市町村の保有す
る自動車で行う「地域ボランティ
ア活動やＮＰＯ法人・地域住民団
体等が行う公共的・公益的活動
に伴う送迎等の運行」についても
上記の考え方が適用できるよう
規制緩和（解釈変更）していただ
きたい。

現行の解釈では、市の事業として市が保有するバスで行う運送送迎業務にかかわる経費（人件
費、ガソリン代、道路使用料、駐車場代）全て公費で負担しなければならず、ガソリン代等の実費
を徴収することさえも「有償運送」にあたるとされているため、次の団体等への運送支援を実質的
に制約している。①公設、私設を問わず、市内保育園の園外活動（遠足等）②ＮＰＯ法人が主催、
市が後援する活動を伴う公共的または公益的活動③地区センター、老人クラブ等、地域住民団
体による移動を伴う活動

特にＮＰＯ法人や地域住民団体との共催や後援する事業へのかかわりが土
曜・日曜、祝祭日に集中、その運転経費全てを公費で負担しなければならな
いため、特別な事情がない限り、利用は見合わせている状況である。今後の
人口減少を見据えれば、全てを公費負担にするのではなく、一定程度の実費
徴収を行うことで、持続可能なサービスが提供できると考えられる。市民と行
政による参加協働のまちづくりを提唱し、市民活動団体やＮＰＯ法人のボラン
ティア活動や公共的、公益的活動へのサポートを推進していく立場にありなが
ら、公用バスの利用に当たってはうまく協力できないでいる。解釈が変更さ
れ、市民活動団体等から実費負担が容認されれば、市でも積極的に公用バス
を貸し出すことが可能となるため、市民活動団体の地域おこし活動やＮＰＯ法
人等のボランティア活動に大きく貢献でき、それがひいては市民との良好な
パートナーシップの構築につながり、参加協働のまちづくりへの推進に役立つ
ことが期待される。

道路運送法第78条
「自家用自動車（事業
用自動車以外の自動
車をいう。以下同じ。）
は、次に掲げる場合を
除き、有償で運送の用
に供してはならない。」
同79条「自家用有償
旅客運送」を行おうと
する者は、国土交通大
臣の行う登録を受けな
ければならない。」

国土交通省 湯沢市 － －

253 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 区画整理事業におけ
る筆界特定制度の活
用に関する規制緩和

区画整理法における換地処分に
関して、特例として自治体を筆界
特定制度の申請人とできるよう
申請人の範囲を広げ、制度を活
用しやすくする。

区画整理事業において、隣接土地所有者との境界が確定できないことにより、換地処分ができな
いケースがある。
境界確定については、不動産登記法の筆界特定制度により解決を図る手段がある。その活用で
解決を図りたいが、同法第131条の規定により、筆界特定の申請人は、登記名義人に限られ、区
画整理の施行者である市は申請人になり得ない。
そこで区画整理法107条第４項の特例として、区画整理事業での換地計画、換地処分において必
要となった場合は、自治体を申請人とできる特例を定めていただきたい。

区画整理事業において筆界確定の必要となった事案に対し、筆界特定制度を
活用することで、境界のトラブル解決できる。その結果、換地処分、登記を円
滑に進め、事業の進捗を図ることができる。

区画整理法第107条
不動産登記法第131
条

法務省、国土交通省 豊田市 小山市、埼
玉県、日高
市

○　境界立会に非協力者がいる場合、その隣接所有者の境界も確定しない。そのため、協力的な隣接地権者の用地
買収も行えない現状である。
現在、筆界特定を申請できる者は、土地の所有権登記名義人等に限られている。土地の所有権登記名義人等から、
申請費用の負担を含めた協力がなければ制度の活用が図れない。このため、公共事業においては、公共事業施行
者が筆界特定を申請可能とすることにより、制度の促進、円滑な道路管理、公共事業の進捗を図ることができる。
○　組合施行の区画整理事業において、区画整理事業の地区界にかかる土地所有者が境界立会いに応じないた
め、地区界が確定出来ず、今後予定される換地処分に支障を来すことが想定されるケースがある。これらの地区界に
ついて、筆界特定制度を活用し、確定させていきたいが、筆界特定制度の申請人は登記名義人等に限られ、区画整
理事業の施行者である組合が申請人になり得ない状況である。そこで、土地区画整理法第107条第４項の特例とし
て、組合施行における区画整理事業での換地計画、換地処分において必要となった場合は、組合や自治体を申請人
とできる特例を定めていただきたい。
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団体名 支障事例

団体名

提案区分

制度の所管・関係府省庁
＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

管理
番号

区分

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等）
根拠法令等

分野

255 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 耐火構造の１階部分
を造ることにより上階
の木造化を可能とす
る規制緩和

木造による校舎の普及を加速す
るため、１階と階段室等の部分
を鉄筋コンクリート造の耐火建築
物とし、２階及び３階を木造（耐
火構造及び準耐火構造以外）と
することで、市場に流通している
一般的な寸法（柱材　120角　長
さ４ｍ等）の木材を使い設計施工
をする。

改正建築基準法の内容から、木造の３階建ての校舎建築は一定の延焼防止措置を講じた1時間
準耐火構造の建築物とすることが可能になった。しかし木造として構造を見せるには、梁・柱の製
材断面寸法を60㎜大きくする必要があり、製材市場の一般的な寸法では対応できない。このこと
から、断面寸法の大きな製材を特別に発注して使わざるを得ず、改正建築基準法の改正後も、
木造３階建ての校舎の普及が進みにくいと考えられる。
公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律では、地方公共団体の責務として、その
区域の経済的社会的諸条件に応じ、国の施策に準じて木材の利用の促進に関する施策を策定
し、及び実施するよう努めるとともに、その整備する公共建築物における木材の利用に努めなけ
ればならないとあるところ、 木材利用を促進する選択肢を増やして頂きたい。

木材の流通市場に合わせた木材利用をすすめることで、より多くの学校建築
で木造化の推進ができる。
規模等にもよるが、木造化と単なる木質化では同規模程度の小学校で約550
㎥の使用量の差があり、これらの建築に地域で製材された一般流通材が活用
されることにより、更なる需要喚起がはかられ、ひいては地域の森林整備や健
全な森づくりの実現につながる。
本市では近々に中学校校舎増築設計を予定しているが、この提案が実現し校
舎の木造化がはかれれば250㎥程度の需要喚起が期待できる。

建築基準法第27条
公共建築物等におけ
る木材の利用の促進
に関する法律第４条

国土交通省 豊田市 － －

260 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土地利用（農地除く） 「公有地の拡大の推
進に関する法律」に基
づき取得した土地は、
同法第９条各号に基
づく利用しか出来ない
義務付けの緩和

法第９条第２項の後に、「ただ
し、前各号の事業の完了、変更
または廃止により取得した際の
目的を失った（果たした）と認め
られる土地については、この限り
でない。」とし、売却を含めた別
の利用を認めること。（少なくとも
市が総合計画等に位置付けた
施策を実現するにあたり、必要
だと認める場合には、売却等の
対応ができるようにすること。）

（構成市における具体例）
未整備の都市計画施設について都市計画の見直しを図り、一部の施設では都市計画区域を変
更した。このうち公園緑地については、長期的な視点から都市計画を定め計画的に整備してきた
が、用地取得の困難さなどにより計画決定後、長期間経過してもなお未整備の箇所が存在する
ことや、近年の社会経済情勢の変化及び事業予算の減少傾向といった状況にも対応するため、
市民一人あたりの面積の検証や個々の公園緑地の機能の検証を踏まえ、規模や機能面で支障
のない箇所で変更した。
　その結果、公拡法で取得した土地が都市計画区域外に複数存することとなったが、管理につい
ては公拡法の制限を受け、同法第９条各号に基づく利用しかできない。同法に基づく利用として、
別の都市計画事業や都市再生整備計画に基づく事業、認定地域再生計画に基づく事業など挙
げられるが、本件土地は元の所有者の買い取り申し出に応じて取得したもので、面積、箇所とも
に不揃いで、かつ郊外に位置するものも多いため、先の事業用としての需要を満たす土地は非
常に限られている。
　そのため、将来にわたり利用の見込みが出るとは考えづらい土地を含みながら、将来の利用の
見込みが出るまで保有し続ける状況が続いており、それぞれの土地に係る維持管理経費も発生
している（道路、公園部門においては年間約20万円）。

　公拡法の規定に関わらず住民が利用する施設のために供することや、売却
し別の事業の財源に充てるなど、資産の有効活用を図ることができる。
　また、不要な資産を減らすことで維持管理業務及び維持管理費の縮減につ
なげられる。

公有地の拡大の推進
に関する法律第９条

国土交通省 指定都市市
長会

－ －

264 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土地利用（農地除く） 駐車場出入口設置に
係る規制緩和

駐車場出入口設置に係る規制
緩和

駐車場法及び同法施行令において技術的基準として義務付けられている路外駐車場の出入口
の配置等については「交差点の側端又はそこから五メートル以内の部分」のうち一定のものにつ
いて適用が除外されている（令第７条第２項）一方、安全対策上同等の規制で十分と思われる
「道路のまがりかどから五メートル以内の部分」については同様の適用除外がなされていないた
め、最適でない又はより不適切な位置への設置に至るケースが生じかねない状態にあったり、出
入口設置に多額の費用がかかるケースも想定される。

（構成市の具体例）
駅前の繁華街等、大通りに面している地域では、裏口のまがり角に駐車場の出入口を設置した
方が、交通渋滞の防止や安全な通行の観点から望ましいケースがある。

駐車場の出入口設置場所の選択肢が増えるため、より安全・円滑な道路交通
実現に資する。

駐車場法施行令第７
条第２項

警察庁、国土交通省 指定都市市
長会

新宿区 ○本市に提出される路外駐車場設置届出の中には技術的基準を遵守するため、出入口の位置について適切とは思
われない計画が散見される。状況によっては、適用除外とした方が合理的と考えられるケースもある。
○繁華街、商店街、幹線道路に囲まれたエリア等における駐車場の出入口位置は、現行法に基づくと安全面から望
ましい位置に設置できないことがある。安全面を考慮しつつ、利便性等を向上させるため、規制、基準の緩和を望む。

272 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

運輸・交通 補助金を用いて設け
られた施設の、当初
目的以外の活用につ
いての補助金国庫納
付免除（「公共用飛行
場周辺における航空
機騒音による障害の
防止等に関する法律」
で設けられた共同利
用施設）

補助金を用いて設けられた施設
で補助事業の完了後10年を経
過したものについて、目的外使
用、譲渡、貸付等を行う場合に、
国庫補助金相当額の範囲内で、
一定の国庫納付を求められてい
るものについて、当該国庫納付
を免除する。

補助金を用いて設けられた施設は、補助事業の完了後10年を経過したものであっても、長期に
わたる耐用年数の期間は収益を得る事業については補助金の国庫納付を求められ、他用途へ
の活用の障壁となっている。
耐用年数期間が経過する間に時勢の変化や新たなニーズが発生した場合に対しての対応が困
難となっている。

池田市においては、航空機騒音対策として市内各所に「共同利用施設」が設けられている。これ
は昭和40年～60年代にかけて、空港周辺の住民が騒音から逃れて保育・集会・学習・休養等の
用途に利用するために建設されてきたが、現在においては航空機騒音の減少や、空港周辺地域
の各家庭への防音対策の普及が進み、また、共同利用施設自体についても騒音対策としての利
用が少なくなっており、その意義を見直す必要があるところ。
このため、現在共同利用施設の再編の検討を進めており、再編の対象となる施設については、
他用途への転用や民間活用等について検討を行っていくこととしているが、一定の国庫納付が必
要となるため、収益を得る財産処分を伴う手法を候補として挙げにくい状況となっている。

共同利用施設が小規模であることや地域に遍在する、という特性を活かしつ
つ、活用方法をより柔軟に検討できるようになることで、自治体の収益の改善
や住民サービスの向上につなげられる。
他用途への転用や民間活用等の具体的な内容については今後検討していく
こととなるが、活用の一例として、小規模保育施設や、高齢者のデイケア施
設、企業、NPO等への貸しオフィス、会議室等が考えられるところ。

補助金等にかかる予
算の執行の適正化に
関する法律第22条
同施行令14条

公共用飛行場周辺に
おける航空機騒音に
よる障害の防止等に
関する法律第６条
同法律施行令第５条
一般住民の学習等の
用に供するための施
設に係る補助の額を
定める告示
教育施設等騒音防止
対策事業費補助金交
付要綱
航空局所管国庫補助
事業に係る財産処分
承認基準

国土交通省 池田市 － －

275 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 学校敷地内へ児童福
祉法に規定する児童
厚生施設等設置にお
ける要件緩和

学校教育法第3条に基づき定め
る学校設置基準（文部科学省令
第14号）第10条に「必要に応じて
学校敷地内へ児童福祉法に規
定する児童厚生施設等（以下
「学童保育所等」という。）を設置
することができる」旨規定し、学
校と学童保育所等を用途上不可
分とみなすことができるよう対応
を求める。

【提案の背景】
国が策定した「放課後子ども総合プラン」では、「学校の特別教室、図書館、体育館、校庭等のス
ペースや、既に学校の用途として活用されている余裕教室の一時的な利用を積極的に促進」と記
述され、学校と学童保育所等の一体的整備の方針が掲げられている。
【支障事例】
学校の敷地内に学童保育所等を設置する場合、小学校等設置基準において学校施設として明
記されていないことから、建築基準法において、用途上可分と解釈され、学校の敷地から切り離
した上で、学校とは別に接道していることが求められており、学童保育所等の設置者にとっては、
道路用地の確保等の事務的・財政的な負担が大きくなっている。
なお、建築基準法第43条のただし書きを活用すれば対応できないことはないが、特定行政庁（八
王子市長）が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるために十分な根拠を示す
必要があり、また、校庭をそのような位置づけで活用することについて所有者（八王子市長）の許
可を受けなければならず、同じ市長であっても立場が違うことから、そのような煩雑な手間がかか
ることになる。よって、現行制度においては、学校施設と児童福祉施設という別の目的の施設で
あることから、敷地分割をして接道を付けるように対応しているのが現状である。

学校内の空き教室や空きスペースの活用だけでなく、敷地内に学童保育所の
円滑な整備が図れることにより、待機児童の解消とともに児童の放課後の健
やかな育ちを支える活動場所の充実が図られる。

学校設置基準（文部
科学省令第14号）第
10条

文部科学省、厚生労働
省、国土交通省

八王子市 旭川市、柏
市、相模原
市、厚木
市、長野
市、東海市

○学童保育の利用者は，同じ学校の児童であり，学校施設とは事実上不可分なものと考えられる。接道等の制約が
あると，設置場所などで学校や教育委員会との調整に難航することも多く，要件が緩和されれば施設整備が進めや
すくなる効果が期待される。
○学校内の余裕教室の確保が難しい場合は、学校敷地内に独立施設を設置して、受入児童数の拡大を図っている
が、敷地分割及び接道の確保が必要となり、設置場所が制限されてしまっている。運営面において利便性のある場
所に設置するための選択肢を増やすためにも要件緩和を求める。
○本市でも小学校の余裕教室を一時利用という形で放課後児童クラブを運営を行っているが、近年、児童の増加及
び少人数教室の煽りを受け、余裕教室減少に伴い放課後児童クラブの施設確保に苦慮している。今後、学校敷地内
に児童クラブの単独施設の整備を視野に入れ検討していく必要がある中、現行法の規定が課題となり施設整備が困
難状況となっている。

276 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

運輸・交通 放置自転車対策の対
象拡大

中心市街地の環境改善、放置自
転車対策として、道路運送車両
法に定める原付二種（50㏄超
125㏄以下）まで自治体が撤去・
保管できるよう「自転車の安全利
用の促進及び自転車等の駐車
対策の総合的推進に関する法
律」の改正を求める。

【提案の背景】
駅周辺の放置自転車対策として、本市では、自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対
策の総合的推進に関する法律（以下「自転車法」という。）に基づき条例を制定し、放置自転車の
撤去・保管を行っているところである。自転車法においては、道路交通法第2条第1項第10号に規
定されている排気量50㏄までの原動機付自転車（以下、「原付」という。）及び同第11号の2に規
定されている自転車のみを法の対象としており、道路運送車両法に定める原付二種（排気量50
㏄超～125㏄以下）は、原付一種（排気量50㏄以下）との車体の大きさはそれほど変わらないにも
かかわらず、地方公共団体では撤去することができず、警察による駐車違反取り締まりに委ねる
しかない。
【支障事例】
自動二輪車の放置（駐車違反）は、自転車及び原付の放置以上にまちの景観を損ね、歩道の通
行機能を阻害している場合が目立ってきている。自動二輪車の放置を現認したときは、その都度
警察に駐車違反取り締まりの依頼をするが、対応が遅れることや対応しきれない場合がある。警
察と共同してキャンペーンを行い、同時に自動二輪車の撤去活動をすることも年に一度か二度は
あるが、その場しのぎにすぎず、根本的な解決にはなっていない。
【本市の実情】
本市の自転車駐車場の整備は進んでおり、近年の技術革新により、サイズが原付一種とほぼ変
わらなくなっている原付二種までは、撤去等も含めて現状と相違なく対応が可能である。

自動二輪車の放置（駐車違反）の減少により、まちの景観の向上、歩道の通
行機能の確保に繋がる。

自転車の安全利用の
促進及び自転車等の
駐車対策の総合的推
進に関する法律第２条
第１項第２号

内閣府、警察庁、国土
交通省

八王子市 柏市、寝屋
川市、伊丹
市、徳島県

○　自動二輪車の放置を現認したときは、その都度警察に駐車違反取り締まりの依頼をするが、迅速な対応ができな
い場合や対応しきれない場合がある。道路運送車両法に定める原付二種までを撤去対象とすることで，まちの景観
の向上，歩道の通行機能の確保等に努めたい。
○　本市の自転車等放置防止条例により道路、自転車等駐車場に放置してある自転車及び50ｃｃ以下の原動機付自
転車は撤去保管することができるが排気量50ｃｃを超える２輪車は撤去することができなく苦慮している。以前50ｃｃ超
の２輪車が自転車等駐車場に放置されて撤去できなく、駐車場利用者の市民に不信感を持たれた。法律の改正を希
望したい。
○　本市でも八王子市と同様に、自動二輪車の違法駐車に関しては、その都度警察に取り締まりを依頼しているが、
対応が遅れることもあり、根本的な解決には至っていない。市営駐車場及び保管返還所においては、八王子市と同
様に自動二輪車の駐車及び受け入れが可能であるため、市による自動二輪車の撤去は可能であると考える。
○　本市においても、自動二輪車の撤去については、その都度、警察に連絡し対応をお願いしている状況である。法
律の改正により、自動二輪車を自治体が積極的に撤去することにより、駐車違反の減少につながるものと考えてい
る。
○　本区では、駅周辺を放置禁止区域に指定し、自転車及び原動機付自転車の撤去を行っている。また、区民から
自転車、原動機付自転車の撤去の依頼があった場合、当該自転車及び原動機付自転車へ警告の後撤去を実施して
いる。しばしば、道路運送車両法に定める原付二種（50㏄超125㏄以下）の撤去の依頼が寄せられるが、撤去できな
いため、撤去の対象となる原動機付自転車は、道路交通法に定められる原動機付自転車であると説明を行ってい
る。しかし、区民からしてみれば、50ｃｃ以下の原動機付自転車もそれ以上の原動機付自転車もどちらも原動機付自
転車であり、理解を得られず、苦情につながってしまう場合がある。
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団体名 支障事例

団体名

提案区分

制度の所管・関係府省庁
＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

管理
番号

区分

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等）
根拠法令等

分野

290 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 公営住宅管理業務に
おけるマイナンバーの
利用

公営住宅の管理業務において、
業務を指定管理者に委託してい
る場合、指定管理者がマイナン
バーに係る情報提供ネットワー
クシステムに接続された端末で
の情報照会が可能となるよう制
度改正を求める。

 公営住宅の管理事務において、マイナンバーを利用した特定個人情報の照会が平成２９年７月
から可能となる。大阪府では府営住宅の管理運営をすべて指定管理者に委託しているが、現行
制度の下では指定管理者が情報提供ネットワークシステムに接続された端末を操作して情報照
会等を行うことができない。
 現在、指定管理者が各種申請の受付業務を行っており、必要書類をチェックし、審査に必要な書
類をすべて整えた上で府に引き継ぎ、府がそれらの書類をもとに審査している。
 マイナンバー制度を導入した場合、指定管理者が各種申請書類の受付業務を行うにあたって、
府の審査に必要な情報を取得することができないため、マイナンバーにより照会可能な情報は未
チェックのまま府に引き継がれることとなる。
 その後、府職員が端末で情報照会を行い、審査に必要な情報を取得することとなり、制度導入
前に比べて府職員の業務量が大幅に増え、事務処理に大きな支障が生じる。

 マイナンバー導入により、申請者の負担軽減が期待されることは望ましいことであるが、現行制
度のままでは、指定管理者の事務軽減につながることはあっても、自治体の負担が増加すること
は明白である。
 このままでは、マイナンバー制度導入効果の一つである「行政の事務の効率化」が達成できず、
住民サービスの向上や行政の効率化につなげるための「指定管理者制度」の主旨にもそぐわな
い状況となる。

＜参考＞
主な事務の年間処理件数
・収入申告：約127,000件
・家賃減免：約30,000件
・入居決定：約5,000件
・同居承認：約2,000件
・地位承継：約2,000件

公営住宅の管理は、全国の多くの自治体が「指定管理者制度」を導入してお
り、指定管理者がマイナンバーを利用した情報照会を行うことができるよう制
度改正が実現することにより、円滑な事務処理が可能となり、公営住宅入居
者等の利便性向上、行政の効率化につながる。

行政手続における特
定の個人を識別する
ための番号の利用等
に関する法律

行政手続における特
定の個人を識別する
ための番号の利用等
に関する法律別表第
二の主務省令で定め
る事務及び情報を定
める命令

特定個人情報の適正
な取扱いに関するガイ
ドライン

内閣府、総務省、国土
交通省

大阪府、滋
賀県、京都
府、兵庫
県、和歌山
県、鳥取
県、徳島
県、京都市

北海道、神
奈川県、八
尾市、愛媛
県、大牟田
市

〇当市も公営住宅管理に指定管理者制度を導入していることから、マイナンバーを利用した情報照会を指定管理者
が行えないことは、市職員の業務量の増大となり、それに伴い負担が増加することが予想される。
円滑な事務処理が行われることで、公営住宅入居者の利便性も向上し、行政の効率化にもつながる。
〇当団体では公営住宅の管理運営のほとんどを指定管理者に委託しているが、現行制度の下では指定管理者が情
報提供ネットワークシステムに接続された端末を操作して情報照会等を行うことができない。
 現在、指定管理者が各種申請の受付業務を行っており、必要書類をチェックし、審査に必要な書類をすべて整えた
上で当団体に引き継ぎ、当団体がそれらの書類をもとに審査している。
 マイナンバー制度を導入した場合、指定管理者が各種申請書類の受付業務を行うにあたって、当団体の審査に必要
な情報を取得することができないため、マイナンバーにより照会可能な情報は未チェックのまま当団体に引き継がれ
ることとなる。
 その後、当団体職員が端末で情報照会を行い、審査に必要な情報を取得することとなり、制度導入前に比べて当団
体職員の業務量が大幅に増え、事務処理に大きな支障が生じる。
　マイナンバー導入により、申請者の負担軽減が期待されることは望ましいことであるが、現行制度のままでは、指定
管理者の事務軽減につながることはあっても、自治体の負担が増加することは明白である。
 このままでは、マイナンバー制度導入効果の一つである「行政の事務の効率化」が達成できず、住民サービスの向
上や行政の効率化につなげるための「指定管理者制度」の主旨にもそぐわない状況となる。
＜参考＞
主な事務の年間処理件数
・収入申告：約22,000件
・家賃減免：約11,000件
・入居決定：約1,000件
・同居承認：約600件
・地位承継：約300件

298 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 マイナンバー制度に
おける療育手帳関係
情報、外国人保護関
係情報の情報提供
ネットワークシステム
による情報照会の実
施

マイナンバー制度の情報提供
ネットワークシステムにおいて照
会できる特定個人情報は、番号
法別表第二に規定されている特
定個人情報に制限されている。
番号法別表第二では、身体障害
者手帳や精神保健福祉手帳の
情報、生活保護の実施情報を照
会できるように規定されている
が、地方公共団体が独自に実施
している療育手帳の情報や外国
人保護の情報は規定されていな
い。
地方税の減免、社会保障の給付
等では、療育手帳の情報や外国
人保護の情報も必要となるた
め、情報提供ネットワークシステ
ムを使用して照会できるように求
める。

【支障事例】
番号制度の情報提供ネットワークシステムの利用開始後は、地方税の減免、社会保障の給付の
際等に、身体障害者手帳や精神保健福祉手帳を持っている方は手帳の提出を、また、生活保護
を受給している方は受給証明書の提出を省略できるにも関わらず、療育手帳や外国人保護関係
情報については、番号法に規定されなければ、その提出を省略できず、住民サービスの向上に
つながらないとともに申請窓口の混乱を招く。
〔療育手帳〕
身体障害者手帳や精神保健福祉手帳、療育手帳の所有者が同様に扱われている事務の例
・障害児入所給付費、高額障害児入所給付費又は特定入所障害児食費等給付費の支給に関す
る事務
・児童扶養手当の支給に関する事務
・地方税の賦課徴収に関する事務
・公営住宅の管理に関する事務
〔外国人保護〕
生活保護受給者、外国人保護受給者が同様に扱われている事務の例
・障害児入所給付費、高額障害児入所給付費又は特定入所障害児食費等給付費の支給に関す
る事務
・地方税の賦課徴収に関する事務
・公営住宅の管理に関する事務

【効果】
療育手帳関係情報や外国人保護関係情報を、情報提供ネットワークシステム
を利用して、正確かつ効率的に確認。
窓口における申請者の混乱の回避。

行政手続における特
定の個人を識別する
ための番号の利用等
に関する法律（平成25
年法律第27号）第１９
条

行政手続における特
定の個人を識別する
ための番号の利用等
に関する法律別表第
二の主務省令で定め
る事務及び情報を定
める命令（平成26年内
閣府・総務省令第7
号）

内閣府、総務省、厚生
労働省、国土交通省

九州地方知
事会

千葉県、静
岡県、浜松
市、京都
市、島根
県、岡山
県、広島
市、宮崎県

〇療育手帳について、事務手続上同様に扱われることの多い身体障害者手帳及び精神保健福祉手帳と、マイナン
バー制度の運用において差が生じることで、窓口における混乱が予想され、療育手帳所持者へのサービス低下につ
ながることが懸念される。
〇本市市営住宅では、入居申込などの際、障害者（身体障害者手帳、精神保健福祉手帳及び療育手帳等を所持し
ている者）及び生活保護受給者（外国人保護者も含む。）に、手帳や受給証明書の提出を求めている。
　番号法第19条第7号及び別表第二の規定により、身体障害者手帳情報、精神保健福祉手帳情報及び生活保護受
給情報については、情報照会が可能なため、添付書類を省略することができるが、地方公共団体が独自に実施して
いる療育手帳情報や外国人保護情報は情報照会の対象とはなっていないため、書類の提出は省略できない。
　同じ障害者や生活保護者の中で、書類の提出が省略できる者と省略できない者が生じれば、結果的に住民サービ
スの向上に支障が生じるとともに、申請窓口の混乱を招くことになるため、療育手帳情報や外国人保護情報について
も情報提供ネットワークを使用して照会ができるよう制度改正を求める。

299 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 マイナンバー制度に
おける管理代行者に
対する情報提供ネット
ワークシステム利用
環境の整備

マイナンバー制度において、情
報提供ネットワークシステム（Ｎ
ＷＳ）を使用するためには、中間
サーバー（ＳＶ）が必要となる。
中間ＳＶについて、地方公共団
体の首長部局、教育委員会向け
のソフトウェアは、総務省におい
て一括して開発されているが、公
営住宅の管理代行者向けのソフ
トウェアの開発は進められてい
ない。
管理代行者に地方公共団体向
けの中間ＳＶを経由した、情報提
供ＮＷＳの利用を認めるよう求
めるもの。

【支障事例】
公営住宅の管理代行者が、単独でソフトウェア開発や中間ＳＶを保有する必要があるが、技術や
経費の面において、極めて困難である。

【効果】
情報提供ネットワークシステムを利用した、地方公共団体の関係機関等によ
る必要な情報の効率的な確認。

行政手続における特
定の個人を識別する
ための番号の利用等
に関する法律（平成25
年法律第27号）第１９
条

内閣府、総務省、国土
交通省

九州地方知
事会

－ －
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